
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 計

◆上尾版Society5.0への取組

1 新たなデジタルツールの活用 順調 ― ― ― ― 1

2 ペーパーレス化の推進 順調 ▲180 ▲835 3,341 8,917 11,243 4

3
テレワーク推進のための環境
整備

完了 ― ― ― 7

◆効果的・効率的な行政運営

4 老人福祉センターことぶき荘の見直し 完了 ― ― ― 9

5 補助金の見直し 順調 ― ― ― ― 11

6 効率的な土日開庁の実現 完了 ― ― ― ― 13

7 学校給食の公会計化 順調 ― ― ― ― 15

8 転用可能教室の活用 順調 49,746 ― 70,470 ― 120,216 17

◆民間活力の活用

9 小学校給食調理業務の委託化 一部遅れ ― ― ― ― 19

10 保育所給食調理業務の委託化 完了 ― ― ― ― 21

11 ごみ定期収集業務の委託化 順調 19,056 15,280 25,093 0 59,429 23

12 証明書発行センター業務の委託化 順調 ― ― ― ― 24

13 総合的な公園管理業務の実現 順調 ― ― ― ― 27

14 図書館業務のさらなる委託化 完了 7,772 7,772 7,772 3,197 26,513 29

◆自立性のある行政運営

15 市税等の収納対策 一部遅れ 101,233 97,955
61,736

151,144
143,697 494,029 31

16 企業版ふるさと納税の推進 順調 21,600 2,900 4,900 3,200 32,600 36

17
企業立地の推進及び新たな
行政サービスの創設による歳
入増と歳出減への取組

順調 3,079 ▲ 10,135 16,080 5,630 14,654 38

◆経営改善への取組

18 市債残高の適正管理 順調 ― ― ― ― 43

19
国民健康保険特別会計繰出
金の繰出基準内への抑制

一部遅れ 119,226 51,490 ▲ 342,794 ▲ 81,856 ▲ 253,934 45

20
公共下水道事業会計繰出金
の繰出基準内への抑制

順調 44,327 75,170 59,063 92,212 270,772 47

21 給与の適正化 順調 1,039 1,155 1,155 1,155 4,504 49

◆柔軟かつ適正な組織

22 開かれた行政の実現 順調 ― ― ― ― 51

23 柔軟な職員配置 完了 ― ― ― ― 53

366,898 240,752
 ▲93,184
▲3,776

176,152 0合　　計

上尾市行政改革プラン　進捗管理シート一覧 ５年間の計画

頁

780,026

4年間の効果額

項目
番号 項　目

Ｒ６年度
進捗状況

効果・削減の額（千円）等

資料１



上尾市行政改革プラン　進捗管理シート

令和４年度実施内容（予定） 令和４年度実施内容（結果）

・上尾市ICT化推進計画に基づき、業務の効率
化及び住民サービスの向上が期待されるICT情
報を関係する各所属に情報提供を行っていく。ま
た、「埼玉県市町村電子申請・届出サービス」を
活用できると考えられる行政手続きについて、関
係する各所属にサービスの利用を働きかけてい
く。

・上尾市ICT推進本部を５月と10月に開催。
・各所属の取組をとりまとめ「上尾市ICT化推進計画
進捗管理評価シート」を作成するとともに、行政手
続オンライン化を重点取組とし先行取組を開始。
・埼玉県市町村電子申請・届出サービスを67手続
について活用し、4,771件の電子申請があった。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―

令和３年度実施内容（予定） 令和３年度実施内容（結果）

・第２回以降のICT化推進計画策定委員会を開
催し、全庁アンケート（１１～１２月実施予定）、パ
ブリックコメント（１２月実施予定）全議員説明会報
告（９月定例会でビジョン・基本理念報告、１２月
定例会で策定案報告、３月定例会での最終報
告）を経て、令和４年３月に策定予定。

・令和４年３月に、「上尾市ＩＣＴ化推進計画」を策定
した。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―

現状と課題
ノンコア業務や市民からのよくある問合せに対する対応については、業務時間の
多くを費やし、時間外勤務を増やす要因となっている。新たなデジタルツールを
活用し、事務処理の簡素化と市民サービスの向上に取り組む必要がある。

改革戦略
（取組内容）

庁内における上尾市ＩＣＴ化推進計画を策定するとともに、ノンコア業務につい
て、AI-OCR、RPA、チャットボットの導入や市民サービスの向上としてキャッシュレ
ス決済の導入について広域的な運用も検討し、取り組む。

令和２年度の
状　　　　況

ICT化推進計画策定委員会を組織し、第１回ICT化推進計画策定委員会を開
催。上尾市ICT化推進計画策定に着手。

行 革 項 目 上尾版Society5.0への取組

1 新たなデジタルツールの活用
担当課

全庁（行政経営課・IT推進課）
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上尾市行政改革プラン　進捗管理シート

令和６年度実施内容（予定） 令和６年度実施内容（結果）

・上尾市ICT化推進計画に基づき、業務の効率
化及び住民サービスの向上が期待されるICT情
報を関係する各所属に情報提供を行っていく。ま
た、「埼玉県市町村電子申請・届出サービス」等
を活用できると考えられる行政手続きについて、
関係する各所属にサービスの利用を働きかけて
いく。
・AI-OCR・RPAの全庁展開を目指し、各所管課
への情報提供と利用希望所管課の調査を実施
する。

・上尾市ICT推進本部を５月、11月に開催。
・各所属の取組をとりまとめ「上尾市ICT化推進計画
進捗管理評価シート」を更新。
・埼玉県市町村電子申請・届出サービスは、339手
続・33,319件の申請があった。
・マイナポータルを利用したオンライン申請（ぴった
りサービス）は、119手続・12,644件の申請があっ
た。
・市LINE公式アカウントによる案内・届出サービスを
12月より開始し、10手続・195件の申請があった。
・AI-OCR・RPAの全庁展開については、8月に全庁
向けAI-OCR・RPAの利用希望調査を実施し、福祉
総務課、障害福祉課の2課から利用希望を受け、導
入に向け検討した。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―

令和５年度実施内容（予定） 令和５年度実施内容（結果）

・上尾市ICT化推進計画に基づき、業務の効率
化及び住民サービスの向上が期待されるICT情
報を関係する各所属に情報提供を行っていく。ま
た、「埼玉県市町村電子申請・届出サービス」を
活用できると考えられる行政手続きについて、関
係する各所属にサービスの利用を働きかけてい
く。

・上尾市ICT推進本部を５月、10月、2月に開催。
・各所属の取組をとりまとめ「上尾市ICT化推進計画
進捗管理評価シート」を作成するとともに、オンライ
ン申請や書かない窓口システムなど、窓口業務改
革に向けた方針を定め、検討を開始。
・埼玉県市町村電子申請・届出サービスを88手続
について活用し、7,192件の電子申請があった。
・マイナポータルを利用したオンライン申請（ぴった
りサービス）手続が79手続となった。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―
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上尾市行政改革プラン　進捗管理シート

未達成の分析
単年度の実施内容（予定）を全
て実施した場合

単年度の実施内容（予定）を実
施していない場合

遅れ…一部遅れ… 単年度の実施内容（予定）を一部実
施していない場合

完了… 実施内容（予定）を全て完了した場
合

順調…

令和７年度実施内容（予定） 令和７年度実施内容（結果）

・上尾市ICT化推進計画に基づき、業務の効率
化及び住民サービスの向上が期待されるICT情
報を関係する各所属に情報提供を行っていく。ま
た、行政手続きのオンライン化について、関係す
る各所属に働きかけていく。
・AI-OCR・RPAの利用希望課２課への導入につ
いて引き続き検討する。

進捗状況

効果・削減等の額の算定方法

効果・削減等の額（千円）
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上尾市行政改革プラン　進捗管理シート

現状と課題
これまでの紙ベースでの会議・決裁は、必ずしも効率的・効果的ではなく、また
文書の保管や必要経費の面で大きな課題がある。

改革戦略
（取組内容）

電子決裁システムの導入とタブレット端末を活用した各種会議の実施を実現し、
効率的な決裁・会議などを実現するとともに、紙・トナー購入経費を削減する。

令和２年度の
状　　　　況

電子決裁システムの導入／未実施　令和2年度用紙購入量(A4換算)／
15,385,625枚　令和2年度プリンタトナー使用量／10,555,000枚相当　タブレッ
ト端末台数／10台

行 革 項 目 上尾版Society5.0への取組

2 ペーパーレス化の推進
担当課

　
総務課・IT推進課

令和３年度実施内容（予定） 令和３年度実施内容（結果）

【電子決裁システムの導入】
・文書の作成から保管まで一元管理する電子決
裁機能付き文書管理システムを導入し、紙・ト
ナーの削減を図る。令和４年３月稼働開始を予
定している。

【タブレット端末の活用】
・状況に応じてタブレット端末を増設し、合わせ
て無線LAN環境を提供するためのルーターを導
入する。

【電子決裁システムの導入】
・予定どおり、令和４年３月に文書管理システムを
稼働開始した。その結果、電子決裁化率は、当
初の目標５５％を上回る８９％となった。
・令和３年度用紙購入量(A4換算)／14,956,500
枚
・令和３年度プリンタトナー使用量／11,435,000
枚相当
【タブレット端末の活用】
・タブレット端末を25台増設した。また、庁内での
移設が可能な無線ルータを２台導入した。

進捗状況

一部遅れ
効果・削減等の額の算定方法

【紙】
（R2年度15,385,625枚-R3年度14,956,500枚）×
0.53円（R3年度A4紙単価）≒227千円
【プリンタトナー】
（R2年度10,555,000枚相当－R3年度11,435,000
枚相当）×0.463円（R3年度単価）≒▲407千円

効果・削減等の額（千円）

▲180
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上尾市行政改革プラン　進捗管理シート

令和４年度実施内容（予定） 令和４年度実施内容（結果）

【電子決裁システムの運用】
・文書管理システムの安定稼働に務める。
・各所属の利用状況を確認するとともに、電子決
裁が行われていない場合は指導を行う。

【タブレット端末の活用】
・活用の推進を図るとともに、状況に応じてタブ
レット端末を増設する。

【電子決裁システムの運用】
・文書管理システムの安定稼働に努め、電子決
裁化率は93％となった。
・各所属の利用状況を確認するとともに、電子決
裁が行われていない場合は指導を行った。
・令和４年度用紙購入量(A4換算)／16,103,500
枚
・令和４年度プリンタトナー使用量／11,400,000
枚相当
【タブレット端末の活用】
・タブレット端末及び無線ルータが継続して活用
されている。状況に応じて、無線ルータの増設を
検討する。

【紙】
（R2年度15,385,625枚-R4年度16,103,500枚）×
0.53円（R4年度A4紙単価）≒▲380千円
【プリンタトナー】
（R2年度10,555,000枚相当－R4年度11,400,000
枚相当）×0.539円（R4年度単価）≒▲455千円

効果・削減等の額（千円）

▲835

進捗状況

一部遅れ
効果・削減等の額の算定方法

令和５年度実施内容（予定） 令和５年度実施内容（結果）

・プリンター・複写機・印刷機等の紙の使用状況
を把握し、それぞれの実情に踏まえ対応策を講
じる。
また、機器の削減について検討を進める。

・庁内LANを無線化するための必要な現地調査
を行う。

・会議等におけるノートPCの活用を推進する。

・文書管理システムによる電子決裁ではなく、紙
決裁が行われている所属に対しては指導を行
う。

・全庁に向けて他自治体のペーパーレス事例な
どを紹介し、職員への意識づけを行う。

・プリンターについては必要数を精査し調達。
・令和5年度プリンタトナー使用量／9,550,000枚
相当
・庁内所属のプリンターの利用状況を調査し、調
査結果を基に各所属に削減を図るよう周知した。
・庁内LANの無線化については上尾市役所本庁
舎及び第３別館の現地調査を行い、導入を決定
した。
・会議等におけるノートＰＣの活用など紙削減の
取組み例について、全所属に対し周知した。
・紙決裁が行われている所属に対し、理由の聞
取りを行い、電子に移行可能なものについては
指導した。
・不要なコピーの見直しや、伝票類の印刷を控え
る旨のポスターを作成し、庁内に掲示した。

進捗状況

順調

【紙】
（R2年度15,385,625枚-R5年度12,244,750枚）×
0.79円（R5年度A4紙単価）≒2,481千円
【プリンタトナー】
（R2年度10,555,000枚相当－R５年度9,550,000
枚相当）×0.856円（R５年度単価）≒860千円

効果・削減等の額（千円）

3,341

効果・削減等の額の算定方法

5



上尾市行政改革プラン　進捗管理シート

令和６年度実施内容（予定） 令和６年度実施内容（結果）

・機器の削減を段階的に進める。

・庁内LANを無線化するための必要な措置を講
じるとともに、拠点LANを無線化するための必要
な現地調査を行う。

・会議等におけるノートPCの活用を推進する。

・文書管理システムによる電子決裁ではなく、紙
決裁が行われている所属に対しては指導を行
う。

・全庁に向けて他自治体のペーパーレス事例な
どを紹介し、職員への意識づけを行う。

・プリンターについては必要数を精査し、調達を
実施した。
・庁内LANの無線化については、機器納入遅れ
により、5月末の整備に向けて準備をした。
・拠点LANの無線化については、現地調査を実
施し、整備は引き続き検討することとした。
・令和6年度プリンタトナー使用量／5,020,000枚
相当
・不要な紙添付起案をしている所属に対し、電子
添付するよう指導した。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

【紙】
（R2年度15,385,625枚-R6年度11,040,500枚）×
0.79円（R6年度A4紙単価）≒3,432千円

【プリンタトナー】
（R2年度10,555,000枚相当－R6年度5,020,000
枚相当）×1.611円（R6年度単価）≒8.917千円

効果・削減等の額（千円）

8,917

遅れ… 単年度の実施内容（予定）を実施
していない場合

令和７年度実施内容（予定） 令和７年度実施内容（結果）

・庁内LANの無線化については、令和7年5月末
で整備を完了する。

・拠点LANの無線化について再検討する。

・会議等におけるノートPCの活用を推進する。

・文書管理システムによる電子決裁ではなく、紙
決裁が行われている所属に対しては指導を行
う。

・全庁に向けて他自治体のペーパーレス事例な
どを紹介し、職員への意識づけを行う。

進捗状況

一部遅れ… 単年度の実施内容（予定）を一部
実施していない場合

効果・削減等の額（千円）

効果・削減等の額の算定方法

未達成の分析
完了… 実施内容（予定）を全て完了した

場合
順調… 単年度の実施内容（予定）を全て

実施した場合
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上尾市行政改革プラン　進捗管理シート

令和４年度実施内容（予定） 令和４年度実施内容（結果）

・テレワークの試行を実施し、アンケート等の結
果を踏まえ、本格実施を開始する。

・上尾市テレワーク実施ガイドを完成させ、令和４
年８月より本格実施。
・コロナ禍を経て、特例的に導入したが、今後も
引き続き週２日までの範囲で継続実施を認め、
働き方改革の一助となる制度とした。
・テレワーク用パソコン（事前申請による貸出制）
を11台で運用している。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―

令和３年度実施内容（予定） 令和３年度実施内容（結果）

・テレワーク環境の整備を行い、テレワークに係
る職員の服務に関するガイドライン等の整備を
行う。
・セキュリティ対策を施した業務用パソコンを貸し
出すことを検討する。

・上尾市テレワーク実施ガイド（試験運用版）を作
成した。
・リモートアクセス環境を令和3年12月に構築し
た。また、ＩＴ推進課において業務用パソコンでの
実証実験を行った。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―

現状と課題
新型コロナウイルス感染症の流行に伴い、テレワークの促進が加速している
が、外部から庁内LANにアクセスできる環境ではないため、パソコンなどを利
用したテレワークが進んでいない。

改革戦略
（取組内容）

庁内LANに自宅などからもアクセスできる環境整備を行い、運用規則等を整
備してフレキシブルな働き方を推進する。

令和２年度の
状　　　　況

リモートアクセスの環境整備を実施するため、令和３年度当初予算に計上して
いる。

行 革 項 目 上尾版Society5.0への取組

3 テレワーク推進のための環境整備
担当課

　
職員課・IT推進課
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上尾市行政改革プラン　進捗管理シート

単年度の実施内容（予定）を一部
実施していない場合

遅れ… 単年度の実施内容（予定）を実施
していない場合

効果・削減等の額（千円）

未達成の分析
順調… 単年度の実施内容（予定）を全て

実施した場合
一部遅れ…

令和７年度実施内容（予定） 令和７年度実施内容（結果）

進捗状況

効果・削減等の額の算定方法

令和６年度実施内容（予定） 令和６年度実施内容（結果）

進捗状況

効果・削減等の額の算定方法

効果・削減等の額（千円）

令和５年度実施内容（予定） 令和５年度実施内容（結果）

・共有フォルダへのアクセスを制限しているが、
要望があれば、セキュリティ対策を鑑みながら、
テレワーク環境からの共有フォルダへのアクセス
方法を検討する。

・テレワーク用パソコン（事前申請による貸出制）
を8台で運用している。
・テレワークパソコンの利用状況も踏まえ、共有
フォルダへのアクセス制限については、セキュリ
ティレベルを変えず、現行の環境を継続させるこ
ととした。

進捗状況

完了
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―
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上尾市行政改革プラン　進捗管理シート

令和４年度実施内容（予定） 令和４年度実施内容（結果）

・令和３年度に作成した入浴施設の規模やレイ
アウトについて、再度コスト削減や老人福祉セン
ターのあり方を検討し、今年度中に方針を決定
する。

・大規模改修後の館内のレイアウトについて、ラ
ンニングコストとイニシャルコストの削減を再度検
討した結果、庁内での浴場廃止の方針を決定し
た。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―

令和３年度実施内容（予定） 令和３年度実施内容（結果）

・改修に伴う入浴施設の経費削減に向け、入浴
施設の規模や施設内のレイアウトについて、指
定管理者へのヒアリングを行うとともに関係部署
と連携し、方針を決定する。

・改修後の入浴施設の規模や施設内のレイアウ
ト案について、経費削減を考慮した健康福祉部
の方針を作成したが、関係部署との調整に時間
を要したため、市としての方針の決定にはいたら
なかった。

進捗状況

一部遅れ
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―

現状と課題
入浴施設については、総合福祉センターの改修に合わせ有料化する方針とし
たが、維持管理には多大な経費がかかることから、さらなる経費削減策を検討
する必要がある。

改革戦略
（取組内容）

総合福祉センターの改修に合わせ、入浴施設の規模やランニングコストの削
減策について検討する。

令和２年度の
状　　　　況

改修に向け、関係部署と連携の上、具体的なスケジュールについて方向性を
決めた。

行 革 項 目 効果的・効率的な行政運営

4 老人福祉センターことぶき荘の見直し
担当課

　
高齢介護課
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上尾市行政改革プラン　進捗管理シート

単年度の実施内容（予定）を一部
実施していない場合

遅れ… 単年度の実施内容（予定）を実施
していない場合

効果・削減等の額（千円）

未達成の分析
順調… 単年度の実施内容（予定）を全て

実施した場合
一部遅れ…

令和７年度実施内容（予定） 令和７年度実施内容（結果）

進捗状況

効果・削減等の額の算定方法

令和６年度実施内容（予定） 令和６年度実施内容（結果）

進捗状況

効果・削減等の額の算定方法

効果・削減等の額（千円）

令和５年度実施内容（予定） 令和５年度実施内容（結果）

大規模改修後の浴場の廃止の方針について、
利用者や一般の市民から意見を徴取するためア
ンケートを実施するとともに、施設のランニングコ
ストやイニシャルコストを削減した館内レイアウト
を決定する。

大規模改修後の浴場については、利用者等へ
のアンケートを実施した結果を踏まえ廃止するこ
ととし、館内レイアウトを決定した。

進捗状況

完了
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―
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上尾市行政改革プラン　進捗管理シート

現状と課題
所期の目標を達成した補助金や費用対効果の小さい補助金については、見
直し基準に基づき、早期に見直す必要がある。

改革戦略
（取組内容）

見直し基準に沿った補助金等の見直しを行い、関連団体に対する補助金の
見直しも含め令和4（2022）年度以降の予算へ反映させる。

令和２年度の
状　　　　況

・令和3年度予算編成において臨時財政運営方針に基づく対応として補助金
については、原則、一律対前年度当初予算比１０パーセント削減を行った。
・令和2年度勤労者福祉サービスセンター補助金決算額（50,257千円）

行 革 項 目 効果的・効率的な行政運営

5 補助金の見直し
担当課

全庁（行政経営課,商工課）

令和３年度実施内容（予定） 令和３年度実施内容（結果）

・補助金の見直し基準作成を進める。
・令和３年度予算編成において、臨時財政運営
方針に基づく対応として各種補助金の削減を実
施していることから、基準の適用についていつか
ら反映させること適切か慎重に判断する。
・県内他市の勤労者福祉サービスセンターの運
営について、アンケート調査やヒアリングを実施
し、補助金の見直しに向けた業務改善案を検討
する。

・令和４年度予算編成においては、令和３年度で実施
した一律対前年度当初予算比１０パーセントの削減は
行わずに、通常の予算査定を実施した。
・補助金の見直し基準については、改めて論点を整理
するにとどまった。
・県内他市の運営方法を参考にし、勤労者福祉サー
ビスセンターの現状把握と課題抽出を行い、業務改善
計画策定方針を作成した。

進捗状況

一部遅れ
効果・削減等の額の算定方法

―
効果・削減等の額（千円）

―

令和４年度実施内容（予定） 令和４年度実施内容（結果）

・令和３年に整理した論点に照らして、各団体の
活動について精査する。
・業務改善計画策定方針を踏まえ、勤労者福祉
サービスセンターの運営について方向性を定め
る。

・補助金の見直しの方向性について、上尾市行政改
革推進委員会で示すことができたが、各団体の活動
について精査を行うことはできなかった。

【勤労者福祉サービスセンター】
・勤労者福祉サービスセンターで業務改善計画を策
定し、自主財源の確保や経費節減策等について方向
性を定めた。
・県内３９市町を対象に、勤労者向け福利厚生事業の
実態調査を実施した。
・令和５年度予算編成においては、令和４年度末を
もって退職となった正規職員１名の不補充など、人員
体制の見直しにより補助金額を削減した。

―
効果・削減等の額（千円）

―

進捗状況

一部遅れ
効果・削減等の額の算定方法
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上尾市行政改革プラン　進捗管理シート

令和５年度実施内容（予定） 令和５年度実施内容（結果）

・補助金の見直しの方向性に基づき、今回の見
直しの対象となる補助金を所管している所属にヒ
アリング等を行い、見直しに向けた課題の整理を
行う。
・勤労者福祉サービスセンターの業務改善計画
に基づき、自主財源の確保とともに、経費節減
等の課題について、検討策を講じる。

・補助金の見直し基準及び方針の策定に向け、見直
しの対象となる補助金の精査を始めたが、課題の整理
を行うことはできなかった。

【勤労者福祉サービスセンター】
　令和６年度予算編成においては、リース更新に伴う
PC機器、福祉共済システムのリース料や保守料の増
額があったが、令和５年度１２月末をもって退職した正
規職員１名に対し、臨時職員１名の代替など、人員体
制の見直しにより補助金額を削減した。

進捗状況

一部遅れ

―

効果・削減等の額（千円）

―

効果・削減等の額の算定方法

令和６年度実施内容（予定） 令和６年度実施内容（結果）

・補助金の見直しに向けた課題の整理を行い、
補助金に関する基本方針を策定する。
・勤労者福祉サービスセンターの業務改善計画
書に基づき、自主財源の確保に努めるとともに、
経費節減等の経営改善に継続して取り組むよう
働きかける。

・補助金を所管する所属において、団体の補助金を
見直すための「補助金制度の適正な運用に関するガ
イドライン」を策定した。

【勤労者福祉サービスセンター】
・業務改善計画に則り、事務局運営体制の見直しなど
を図るとともに、市出捐金の取扱いについて市と協議
した。
・令和７年度予算編成においては、更なる人員体制の
見直しを図り、臨時職員１名分の人件費を節減するこ
とで補助金額を削減した。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―

遅れ… 単年度の実施内容（予定）を実施
していない場合

令和７年度実施内容（予定） 令和７年度実施内容（結果）

・「補助金制度の適正な運用に関するガイドライ
ン」に基づき、全庁で団体補助金の見直しを行
う。
・団体補助金の見直し結果を踏まえ、補助金制
度運用の統一的な考え方を示す「補助金運用
基準」（仮称）を策定する。
・勤労者福祉サービスセンターの業務改善計画
書に基づき、自主財源の確保に努めるとともに、
経費節減等の経営改善に継続して取り組むよう
働きかける。また、市出捐金の返還について引き
続き協議する。

進捗状況

一部遅れ… 単年度の実施内容（予定）を一部
実施していない場合

効果・削減等の額（千円）

効果・削減等の額の算定方法

未達成の分析
完了… 実施内容（予定）を全て完了した

場合
順調… 単年度の実施内容（予定）を全て

実施した場合

12



上尾市行政改革プラン　進捗管理シート

令和４年度実施内容（予定） 令和４年度実施内容（結果）

・令和３年度の調査に基づき、開庁職場に係る
費用及び効果の分析を行うとともに、来庁者の
少ない事務や時間帯について費用対効果の分
析を行い、効率的な土日開庁の方向性を決定
する。

・市役所全庁に対して土日開庁に関する照会を
行った。
・光熱費等の試算を行った。
・調査の中で土日開庁取扱業務代替手段がある
と回答があり、通年で土日開庁を行わないと回答
があった所属について閉庁とする方向で調整を
行うこととした。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―

令和３年度実施内容（予定） 令和３年度実施内容（結果）

・開庁職場ごとの来庁者数、電話受付件数、取
扱い業務の内容及び業務量、開庁職場に係る
費用および効果の調査・研究を行い、現状を分
析する。

・開庁職場ごとの来庁者数、電話受付件数及び
取扱い業務の内容と現状の課題を確認するとと
もに、県内他市町の休日開庁実施状況を調査し
たが、来庁者数の減少の要因について分析が十
分に行えなかった。

進捗状況

一部遅れ
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―

現状と課題
土日開庁においては、来庁者の少ない事務や時間帯があるため、見直しを図
る必要がある。また、新たな電子申請の導入状況やコンビニ交付の普及率等
を見据え、開庁日や開庁時間についても検討する必要がある。

改革戦略
（取組内容）

土日開庁業務の精査を行い、開庁日や開庁時間の変更の必要性について検
討し、市民サービス向上とコスト削減が図れる、新しい休日開庁制度とする。

令和２年度の
状　　　　況

本庁舎１・２・５階の４部７課１室（市民税課・納税課・子ども支援課・保育課・障
害福祉課・高齢介護課・市民課（証明書発行センター）・出納室・情報公開
コーナー）において土曜開庁を実施

行 革 項 目 効果的・効率的な行政運営

6 効率的な土日開庁の実現
担当課

　
行政経営課
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上尾市行政改革プラン　進捗管理シート

未達成の分析
単年度の実施内容（予定）を全て
実施した場合

遅れ… 単年度の実施内容（予定）を実施
していない場合

一部遅れ… 単年度の実施内容（予定）を一部
実施していない場合

完了… 実施内容（予定）を全て完了した
場合

順調…

令和７年度実施内容（予定） 令和７年度実施内容（結果）

進捗状況

効果・削減等の額の算定方法

効果・削減等の額（千円）

令和６年度実施内容（予定） 令和６年度実施内容（結果）

・新しい土日開庁制度の実施に向けた工程に基
づき、運用する。

・令和６年１０月から保育課の土曜開庁を終了
し、その他対象となる１１所属と２出張所の土曜
開庁日を第２・第４土曜日とし、運用を開始した｡

進捗状況

完了
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―

令和５年度実施内容（予定） 令和５年度実施内容（結果）

・令和４年度に閉庁とする方針となった所属につ
いて閉庁とすることによる課題等を抽出し、調整
を行う。

・土日開庁の見直しに関する意見について、全
庁へ照会を行った。
・令和６年１０月から、保育課の土曜開庁を終了
することとした。また、その他対象となる１２所属の
土曜開庁日を第２・第４土曜日とした｡

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―
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上尾市行政改革プラン　進捗管理シート

現状と課題

小・中学校の給食費は、各学校が徴収・管理をしており、主に学校事務職員
がその事務を担っている。個別の学校単位では、法的手続きなど未納対策に
限界があるなど、効率的な管理運営ができない。
学校職員等の負担軽減や会計の透明性の確保等の観点から、給食費の公会
計化を国が推進している。

改革戦略
（取組内容）

管理業務の効率化、会計処理の透明性、保護者の利便性を図るため小・中学
校の給食費について、公会計化を導入し、市による徴収・管理に向け取り組
む。

令和２年度の
状　　　　況

給食費は、各学校が口座振替により徴収し、管理している。未納対応については、主
に市費学校事務職が未納リストや督促通知書を作成し、文書や電話、面談による催
告は、学年主任や管理職が家庭訪問等も行いながら対応している。

行 革 項 目 効果的・効率的な行政運営

7 学校給食の公会計化
担当課

学校保健課・中学校給食共同調理場

令和３年度実施内容（予定） 令和３年度実施内容（結果）

・学校給食の公会計化について調査、研究を行
い、導入に向けて必要な準備を行う。
・債権の整理、学校給食費の公会計条例、規則
の整備を行う。

・会計科目、各校から市会計への歳入方法の検
討、予算要求時に必要な事項の資料を作成。
・共同調理場と協議の実施。
・他市の例規を確認し、条例案等について内容
を検討。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―

令和４年度実施内容（予定） 令和４年度実施内容（結果）

・学校給食費の公会計化に関する例規の整備を
行う。
・学校給食費の公会計化について事務実施に
必要な準備を行い、業務マニュアルの作成等を
行う。
・学校への運営説明、保護者への周知を行う。

・学校給食費の公会計化に関する例規の整備。
・歳入歳出予算の編成。
・公会計化システム導入の検討。
・「学校給食費会計事務手引き」の作成。
・学校管理職および事務担当者への実務説明
会、保護者および賄材料納入業者へ、公会計化
の周知。

―

効果・削減等の額（千円）

―

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法
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上尾市行政改革プラン　進捗管理シート

令和５年度実施内容（予定） 令和５年度実施内容（結果）

・公会計化の運用を開始する。
・公会計化後の、学校給食費に関する事務を整
える。

・公会計化の運用を開始した。
・口座振替や債権の管理、徴収などを一元的に
行う、学校給食費管理システ ムの導入を検討す
る。

進捗状況

順調

―

効果・削減等の額（千円）

―

効果・削減等の額の算定方法

令和６年度実施内容（予定） 令和６年度実施内容（結果）

・口座振替や債権の管理、徴収などを一元的に
行うシステムを構築する。

・給食費に関する取り扱いを明確化するため、
「上尾市学校給食実施条例」を制定。
・給食費管理システムを構築。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―

遅れ… 単年度の実施内容（予定）を実施
していない場合

令和７年度実施内容（予定） 令和７年度実施内容（結果）

・口座振替や債権の管理、徴収などを一元的に
行うシステムの運用を開始する。

進捗状況

一部遅れ… 単年度の実施内容（予定）を一部
実施していない場合

効果・削減等の額（千円）

効果・削減等の額の算定方法

未達成の分析
完了… 実施内容（予定）を全て完了した

場合
順調… 単年度の実施内容（予定）を全て

実施した場合
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上尾市行政改革プラン　進捗管理シート

令和４年度実施内容（予定） 令和４年度実施内容（結果）

・学校内の放課後児童クラブ等の設置について
は、児童数の将来予測や上尾市学校施設更新
計画を踏まえながら、関係各課と協力し検討して
いく。

・平方幼稚園の閉鎖に伴い、同施設の一部を活
用し、（仮）平方西学童保育所の設置を決定し、
令和５年度当初予算に整備費（改修・解体工事
費）を計上した。（所管　青少年課）

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―

・東町小学校校舎内に放課後児童クラブを新設
する。
（所管　青少年課）

・東町小学校校舎内に放課後児童クラブを新設
した。（所管　青少年課）

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

建設単価平均値(※1）　407,545円/㎡…A
東町小放課後児童クラブ建設単価　173,774円/
㎡…B
建築単価差額＝A-B=233,771円/㎡
233,771円/㎡×212.8㎡(※2）＝49,746千円

(※1) 木造構造建築単価平均値（過去実績）
(※2) 東町小放課後児童クラブの延床面積

効果・削減等の額（千円）

49,746

行 革 項 目 効果的・効率的な行政運営

8 転用可能教室の活用
担当課

　
教育総務課

現状と課題 少子化の進行に鑑み、転用可能教室を有効活用する必要がある。

改革戦略
（取組内容）

転用可能教室を活用した放課後児童クラブ等の設置を進める。

令和２年度の
状　　　　況

上尾市放課後児童クラブ施設整備検討委員会を開催し、東町小に放課後児
童クラブの新設・移設が決定した。（令和３年度に新設・移設：所管　青少年
課）

令和３年度実施内容（予定） 令和３年度実施内容（結果）
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上尾市行政改革プラン　進捗管理シート

未達成の分析
単年度の実施内容（予定）を全て
実施した場合

遅れ… 単年度の実施内容（予定）を実施
していない場合

一部遅れ… 単年度の実施内容（予定）を一部
実施していない場合

完了… 実施内容（予定）を全て完了した
場合

順調…

令和７年度実施内容（予定） 令和７年度実施内容（結果）

・学校内の放課後児童クラブ等の設置について
は、上尾市学校施設更新計画や上尾市学童保
育所整備計画（令和７年３月青少年課策定）等
を踏まえながら、関係各課と協力し検討してい
く。

進捗状況

効果・削減等の額の算定方法

効果・削減等の額（千円）

令和６年度実施内容（予定） 令和６年度実施内容（結果）

・学校内の放課後児童クラブ等の設置について
は、児童数の将来予測や上尾市学校施設更新
計画を踏まえながら、関係各課と協力し検討して
いく。
・「学校施設の一時利用に関する覚書」を締結
し、学校教育に支障のない範囲で、平方東小学
校の多目的室を平方東学童保育所分館として
一時利用する。（所管　青少年課）

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―

青少年課長と「学校施設の一時利用に関する覚
書」を締結し、学校教育に支障のない範囲で、平
方東小学校の多目的室等を平方東学童保育所
分館として一時利用した。

令和５年度実施内容（予定） 令和５年度実施内容（結果）

・学校内の放課後児童クラブ等の設置について
は、児童数の将来予測や上尾市学校施設更新
計画を踏まえながら、関係各課と協力し検討して
いく。

・旧平方幼稚園園舎内に放課後児童クラブを新
設する。
（所管　青少年課）

・旧平方幼稚園園舎内に放課後児童クラブを新
設した。（所管　青少年課）
・平方東学童保育所の利用増に対応するため、
令和6年度から「学校施設の一時利用に関する
覚書」を締結し、学校教育に支障のない範囲で、
平方東小学校の多目的室を平方東学童保育所
分館として一時利用することに合意した。（所管
青少年課）

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

建設単価平均値(※1）　407,545円/㎡…A
平方小放課後児童クラブ建設単価　127,569円/
㎡…B
建築単価差額＝A-B=279,976円/㎡
279,976円/㎡×251.7㎡(※2）＝70,470千円

(※1) 木造構造建築単価平均値（過去実績）
(※2) 平方小放課後児童クラブの延床面積

効果・削減等の額（千円）

70,470
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上尾市行政改革プラン　進捗管理シート

現状と課題
業務に従事する職員の採用、勤務体制の確保に苦慮している。今後も安心で
安全な給食を継続して提供する方策を検討する必要がある。

改革戦略
（取組内容）

安定的で柔軟な学校給食体制を確立し、継続して児童生徒に安心で安全な
給食を提供できる学校給食運営となるよう、委託化の必要性について検討す
る。

令和２年度の
状　　　　況

小学校　２２校　給食調理員　正規４４名　会計年度任用職員６０名

行 革 項 目 民間活力の活用

9 小学校給食調理業務の委託化
担当課

　
学校保健課

令和３年度実施内容（予定） 令和３年度実施内容（結果）

・小学校給食調理業務の民間事業者への委託
化の効果や費用について調査等を行い、他市
の運営状況を参考にしつつ、直営、委託化双方
のメリット、デメリット等について検討する。

・直営の場合の人件費、その他経費を算出した。
・業者から２２校委託した場合の見積もりを徴収し
た。
・一部直接運営、一部委託の積算を行った。
・他市町から委託化の見解、メリット、デメリットを
調査した。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―

令和４年度実施内容（予定） 令和４年度実施内容（結果）

・令和３年度の検討結果を踏まえ、直営継続、委
託化の方向性を定める。
（直営継続の場合、この年度で終了）

再度、民間委託業者から見積を徴取し、直営と
民間委託の人件費コストの比較を実施。正規の
給食調理員を不補充にした場合の段階的な委
託化のコストシミュレーションを実施。

―

効果・削減等の額（千円）

―

進捗状況

一部遅れ
効果・削減等の額の算定方法
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上尾市行政改革プラン　進捗管理シート

令和５年度実施内容（予定） 令和５年度実施内容（結果）

・令和４年度に実施したコスト比較結果を踏まえ
て、委託規模・委託内容について、関係各課と
検討を行う。

上尾市学校給食施設更新計画の策定にむけた
協議を重ねる中で、給食調理業務の外部委託に
ついても教育委員会内部で検討を行ったが、委
託規模・委託内容など具体的な検討には至らな
かった。

進捗状況

一部遅れ

―

効果・削減等の額（千円）

―

効果・削減等の額の算定方法

令和６年度実施内容（予定） 令和６年度実施内容（結果）

・委託規模・委託内容について、関係各課と検
討を行う。

・令和７年１月に「上尾市学校給食施設基本計
画」を策定し、給食施設の再整備についてはセ
ンター方式を基本とすることとした。
・委託については、人材不足や配置体制の課題
について、委託規模・委託内容について検討を
行い、あらためて民間委託業者から見積を徴取
し、コストシミュレーションを実施した。

進捗状況

一部遅れ
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―

遅れ… 単年度の実施内容（予定）を実施
していない場合

令和７年度実施内容（予定） 令和７年度実施内容（結果）

令和６年度に徴取した見積もりを基に、調理業
務の委託化の方針を定める。

進捗状況

一部遅れ… 単年度の実施内容（予定）を一部
実施していない場合

効果・削減等の額（千円）

効果・削減等の額の算定方法

未達成の分析
完了… 実施内容（予定）を全て完了した

場合
順調… 単年度の実施内容（予定）を全て

実施した場合
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上尾市行政改革プラン　進捗管理シート

令和４年度実施内容（予定） 令和４年度実施内容（結果）

・その他の公立保育所について、給食調理の現
状と課題、委託化のメリット・デメリットを整理し、
給食調理の委託化を検討する。

直営と給食民間委託によるコスト比較を行うにあ
たり、給食調理の現状の分析と課題の抽出を開
始し、調理員配置シミュレーション及び給食室設
備・備品の老朽化対策を併せて整理している。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―

順調
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―

令和３年度実施内容（予定） 令和３年度実施内容（結果）

行 革 項 目 民間活力の活用

現状と課題
業務に従事する職員の採用、勤務体制の確保に苦慮している。今後も安心で
安全な給食を継続して提供する方策を検討する必要がある。

改革戦略
（取組内容）

安定的で柔軟な保育所給食体制を確立し、継続して子どもたちに安心で安全
な給食を提供できる保育所給食運営となるよう、委託化の必要性について検
討する。

令和２年度の
状　　　　況

公立保育所　１４か所　給食調理員　正規２７名　会計年度任用職員５０名

・令和５年４月開設予定の（仮）子ども・子育て支
援複合施設について、給食調理の現状と課題、
委託化のメリット・デメリットを整理し、給食調理の
委託化を検討する。

（仮）子ども・子育て支援複合施設の給食委託に
ついて、現在のサービス水準を維持した上で、３
者から見積りを徴収するとともに、直営で行う場
合の経費を算出し、コストの比較を実施した。い
ずれも民間委託した場合の費用が、直営で行う
場合の経費を上回り、（仮）子ども・子育て支援複
合施設での給食民間委託はコスト削減に繋がら
ない結果となった。
このため、令和５年度からの（仮）子ども・子育て
支援複合施設での給食民間委託は行わず、来
年度以降は、公立保育所全体の給食民間委託
によるコスト比較を行い、コスト削減が図れるか検
討していく。

進捗状況

10 保育所給食調理業務の委託化
担当課

　
保育課
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上尾市行政改革プラン　進捗管理シート

順調… 単年度の実施内容（予定）を全て
実施した場合

令和７年度実施内容（予定） 令和７年度実施内容（結果）

一部遅れ… 単年度の実施内容（予定）を一部
実施していない場合

効果・削減等の額（千円）

未達成の分析
完了… 実施内容（予定）を全て完了した

場合

進捗状況

効果・削減等の額の算定方法

令和６年度実施内容（予定） 令和６年度実施内容（結果）

・上尾市保育環境整備計画を踏まえ、各保育所
の調理員退職時期、人数のシミュレーションを行
い、委託化を検討する優先順位の高い保育所
の選定を行う。

調理員が退職する時期を確認し、人数のシミュ
レーションを行い、複数人が退職する年度の特
定を行った。委託検討する優先順位の高い保育
所をいくつか選定した。人数のシミュレーションの
結果、令和9年度まで人員が不足しないことが分
かった。また、退職者が発生した場合に正規職
員で補充した場合の経費のコストと委託化のコス
トを比較し、令和30年度までは直営の方が費用
負担が少ないことが判明したため、現時点では
委託しないこととし、必要に応じて見直す。

進捗状況

完了
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―

令和５年度実施内容（予定） 令和５年度実施内容（結果）

・その他の公立保育所について、給食調理の現
状と課題、委託化のメリット・デメリットを整理し、
給食調理の委託化を検討する。

・上尾市の公立保育所の中で、公立保育所１園
の場合と、すべての公立保育所１２園の場合の２
パターンで見積もり徴取を行い、委託と直営で行
う場合の経費のコスト比較を実施した。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―

遅れ… 単年度の実施内容（予定）を実施
していない場合
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上尾市行政改革プラン　進捗管理シート

令和４年度実施内容（予定） 令和４年度実施内容（結果）

・退職者不補充を継続し、退職者数や収集量の
状況により、収集委託区域の拡大や処理業務部
門の委託化を推進する。
・プラットホーム受け入れ業務を全面委託化す
る。
・粗大ごみ収集業務の委託化を推進する。
・基幹的設備改良・整備運営事業について、
DBO事業方式による実施を目指す。

・委託区域　98％ (前年度同様)
・環境管理員
　正規職員　１6名(前年度比 1名減)
　フルタイム再任用　1名（前年度比　1名増）
　短時間再任用　３名（前年度比　増減なし）
・令和5年度より空き缶選別プレス機およびガラスストック
ヤードの管理業務の全面委託化、金属等搬出業務を現場
引渡しに変更することを調整。
・令和5年7月からの粗大ごみ収集業務の一部委託化につ
いて調整、また、基幹的設備改良・整備運営事業について
公募、業者選定を行った。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

令和2年度比・人件費15,280千円減
（正規職員1減▲9,546千円/年、フルタイム再任
用1減▲5,734千円/年)

効果・削減等の額（千円）

15,280

令和３年度実施内容（予定） 令和３年度実施内容（結果）

・令和３年度のプラットホーム受入れ業務は、実
質的に環境管理員１名、短時間再任用職員２
名、委託事業所職員２名を配置し、運用してい
る。
・令和４年度からのプラットホーム受入れ業務の
全面委託化に向け、新たな業務体制を検討し、
準備を進める。
・粗大ごみ収集業務の委託化を検討する。

・委託区域　98％ (前年度同様)
・環境管理員
　正規職員　１７名(前年度同様)
　フルタイム再任用　0名（前年度比2名減）
　短時間再任用　３名（前年度同様）
・令和４年度からのプラットホーム受入れ業務の全面委託化
を調整し、新たな業務体制を整えたが、粗大ごみ収集業務
について検討を行えなかった。

進捗状況

一部遅れ
効果・削減等の額の算定方法

・前年度比・人件費  19,056千円減
（フルタイム２減　▲19,056千円/年)

効果・削減等の額（千円）

19,056

現状と課題
ごみの定期収集については、委託化の方針で実施しており、収集委託区域の
拡大、処理業務部門の委託化を推進する必要がある。

改革戦略
（取組内容）

職員の退職にあたり、定期収集業務の委託化を推進する。

令和２年度の
状　　　　況

ごみ収集委託区域　全体の９８％
処理業務部門の委託化（プラットホーム受け入れ業務の一部委託化：５名中２名分）

環境管理員　正規職員１７名　ﾌﾙﾀｲﾑ再任用２名　短時間再任用　３名

行 革 項 目 民間活力の活用

11 ごみ定期収集業務の委託化
担当課

　
西貝塚環境センター
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上尾市行政改革プラン　進捗管理シート

未達成の分析
単年度の実施内容（予定）を全て
実施した場合

遅れ… 単年度の実施内容（予定）を実施
していない場合

一部遅れ… 単年度の実施内容（予定）を一部
実施していない場合

完了… 実施内容（予定）を全て完了した
場合

順調…

令和７年度実施内容（予定） 令和７年度実施内容（結果）

・退職者不補充を継続し、退職者数や収集量の
状況により、収集委託区域の拡大や処理業務部
門の委託化を推進する。
・DBO事業方式により基幹的設備改良・整備運
営事業の安定運営を図る。

進捗状況

効果・削減等の額の算定方法

効果・削減等の額（千円）

令和６年度実施内容（予定） 令和６年度実施内容（結果）

・退職者不補充を継続し、退職者数や収集量の
状況により、収集委託区域の拡大や処理業務部
門の委託化を推進する。
・DBO事業方式により基幹的設備改良・整備運
営事業の安定運営を図る。

・委託区域　98％ (前年度同様)
・環境管理員
　正規職員　１2名(前年度比 増減なし)
　フルタイム再任用　4 名（前年度比　 増減なし）
　短時間再任用　1名（前年度比　 増減なし）
・基幹的設備改良・整備運営事業は、工事(～令和8年12月
予定)、及び管理運営事業(～令和14年度予定)を実施。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

増減なし

効果・削減等の額（千円）

0

令和５年度実施内容（予定） 令和５年度実施内容（結果）

・退職者不補充を継続し、退職者数や収集量の
状況により、収集委託区域の拡大や処理業務部
門の委託化を推進する。
・DBO事業方式により基幹的設備改良・整備運
営事業の安定運営を図る。

・委託区域　98％ (前年度同様)
・環境管理員
　正規職員　１2名(前年度比 4名減)
　フルタイム再任用　4 名（前年度比　3名増）
　短時間再任用　1名（前年度比　2名減）
・令和5年4月より空き缶選別プレス機、ガラスストックヤード
管理業務を全面委託化。また、金属等搬出業務を現場引渡
しに変更。
・令和5年7月より粗大ごみ収集業務を一部委託化。
・基幹的設備改良・整備運営事業は、令和6年度からの工
事、及び管理運営事業について調整。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

令和2年度比・人件費25,093千円減
（正規職員4名減▲37,888千円/年、フルタイム
再任用3名増16,953千円/年、短時間再任用2名
減▲4,158千円/年)

効果・削減等の額（千円）

25,093
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上尾市行政改革プラン　進捗管理シート

令和４年度実施内容（予定） 令和４年度実施内容（結果）

【委託化】
・委託化における課題解決について、引き続き
課税担当課、証明発行担当の双方からの検討・
調整を行い、資産税関係の証明書の取り扱いに
ついて方向性を定める。

【ＩＣＴ化】
・先進地の事例を参考にしつつ上尾市に導入す
る方法や課題を検討する。
・キャッシュレス決済導入に向けて課題をまとめ
る。

・委託化については、「システムの標準化」の進
捗動向に注視しつつ、引き続き検討していくこと
とした。
・ICT化については、キャッシュレス決済の導入を
最優先に検討を行った。
・他市への視察、費用等の調査検討を行い、証
明書等の発行手数料におけるキャッシュレス決
済の導入を令和5年11月に開始することを決定し
た。

―
効果・削減等の額（千円）

―

進捗状況

一部遅れ
効果・削減等の額の算定方法

令和３年度実施内容（予定） 令和３年度実施内容（結果）

【委託化】
・第8次行政改革実施計画により抽出された委託
化における資産税関係の証明書に係る課題解
決について、課税担当課、証明書発行担当の双
方で調整を行っていく。

【ＩＣＴ化】
・窓口業務におけるICT化の詳細を調査し、上尾
市の実施方法を検討する。

・委託化を実施した場合の課題等について、課
税担当課と協議を行った。
・ＩＣＴ化について、県内他市の実施状況を調査
し、「住民票等の電子申請」と「窓口申請のペー
パーレス化(書かない窓口)」への取り組みを確認
した。「住民票等の電子申請」を実施する５市に
対し、導入に関する事項や導入後の状況などの
照会を行った。
・証明書等申請の手数料におけるキャッシュレス
決済について、導入方法の調査を行うとともに導
入済の県内他市に対し実施状況の照会を行っ
た。また、システム提供事業者に対しヒアリングを
実施した。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

―
効果・削減等の額（千円）

―

行 革 項 目 民間活力の活用

12 証明書発行センター業務の委託化
担当課

　行政経営課・資
産税課・市民課

現状と課題
他市町村で導入の進む、証明書発行業務の委託化・ＩＣＴ化について、検討
する必要がある。

改革戦略
（取組内容）

会計年度任用職員による現在の運用と、委託化やＩＣＴ化への転換について
費用対効果を検証し、より効果的な運用を行う。

令和２年度の
状　　　　況

証明書発行センターの現業務を委託化するにあたっての課題解決のため、今
後も継続して税担当課と業務協力について協議し、調整・検討を進める。
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上尾市行政改革プラン　進捗管理シート

未達成の分析
完了… 実施内容（予定）を全て完了した

場合
順調… 単年度の実施内容（予定）を全て

実施した場合

遅れ… 単年度の実施内容（予定）を実施
していない場合

令和７年度実施内容（予定） 令和７年度実施内容（結果）

【委託化】
・委託化における費用対効果を検証するととも
に、課税担当課と証明発行担当の双方からの課
題について検討・調整を行い、委託についての
方向性を決定する。

【ＩＣＴ化】
・更なる市民サービスの向上のため、市民課、証
明書発行センター、マイナンバー・パスポートセ
ンターのパスポート窓口、保険年金課を一体で
運用できる窓口発券システムを導入し、令和７年
９月1日から運用予定。

進捗状況

一部遅れ… 単年度の実施内容（予定）を一部
実施していない場合

効果・削減等の額（千円）

効果・削減等の額の算定方法

令和６年度実施内容（予定） 令和６年度実施内容（結果）

【委託化】
・引き続き、課税担当課、証明発行担当の双方
からの検討・調整を行い、また、標準化実施後の
業務内容等を踏まえ、委託化に伴う課題につい
て検討する。

【ＩＣＴ化】
・証明書発行業務のＩＣＴ化について、市民サー
ビスの向上、運用プロセス、費用対効果などを比
較検証し、市としての方向性を決定する。
・令和６年11月1日からキオスク端末（本庁舎2
台、上尾駅出張所1台、尾山台出張所1台）を導
入する。

・委託化については、課税担当課との検討・調整
が不可欠である。また、2025年までのシステム標
準化に伴い、関係する４課の標準化実施後のシ
ステム及び業務内容等の協議を行った。なお、
委託化に伴う課題について引き続き検討する必
要がある。
・ICT化については、更なる市民の利便性向上の
ため、キオスク端末4台（本庁舎2台、上尾駅出張
所1台、尾山台出張所1台）を導入した。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―

令和５年度実施内容（予定） 令和５年度実施内容（結果）

【委託化】
・委託化における課題解決について、引き続き
課税担当課、証明発行担当の双方からの検討・
調整を行い、委託についての方向性を決定す
る。

【ＩＣＴ化】
・先進地の事例、「システムの標準化」の動向を
参考にしつつ上尾市に導入する方法や課題を
検討する。
・令和5年11月にキャッシュレス決済を導入する。

・委託化については、課税担当課との検討・調整
が不可欠であり、また、国が2025年までにシステ
ム標準化を推進していることから、標準化実施後
の業務内容等を踏まえ、委託化に伴う課題につ
いて引き続き検討する必要があると判断した。
・ICT化については、窓口での証明書発行手数
料等におけるキャッシュレス決済を令和5年12月
に開始した。また、更なる市民の利便性向上のた
め、キオスク端末（本庁舎2台、上尾駅出張所1
台、尾山台出張所1台）の導入を決定した。

進捗状況

順調

―

効果・削減等の額（千円）

―

効果・削減等の額の算定方法
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上尾市行政改革プラン　進捗管理シート

現状と課題
丸山公園小動物コーナーを含めた公園の管理運営については、行政サービ
スの向上や管理運営コストの削減を図るため、指定管理者制度の導入を含め
た民間活力の活用について検討する必要がある。

改革戦略
（取組内容）

令和8（2026）年度の指定管理者制度の指定期間の更新に合わせ、今後の管
理運営方法を検討する。

令和２年度の
状　　　　況

県内及び近県他市の公設動物園の動物飼育管理状況について、民間委託
状況等を調査した結果、県内の公設動物園の管理は、全て指定管理者の運
営となっていることが判明した。

行 革 項 目 民間活力の活用

13 総合的な公園管理業務の実現
担当課

　
みどり公園課

令和３年度実施内容（予定） 令和３年度実施内容（結果）

・都市公園の総合的な管理運営方針を検討す
る。特に上尾丸山公園小動物コーナーについて
の今後の在り方を検討する。
①生き物管理台帳に即した、今後１０年の展示
動物の寿命管理年表の作成
②集客を目指した動物取得（譲渡等）計画表の
作成
③令和５年度には正規職員が１名減となるため、
今後の職員体制を検討する

①展示動物の寿命年表を作成した。
②動物取得計画について、集客拡大を目標に
作成した。
また、動物取得計画に沿って新たな展示動物と
して、マーラとデグーを無償譲渡により導入し
た。
③令和５年度以降の職員体制について、公務員
の定年延長などについて確認し、今後の職員体
制の検討を行った。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―

令和４年度実施内容（予定） 令和４年度実施内容（結果）

・都市公園の総合的な管理運営方針を検討す
る。特に上尾丸山公園小動物コーナーについて
は、令和5年度以降の職員体制について検討し
方針を決定する。

・小動物コーナーの令和５年度以降の職員体制
について、職員１名の定年退職後も正規職員は
補充せず、現役職員及び再任用職員と会計年
度任用職員等で対応することとした。

進捗状況

効果・削減等の額（千円）

―

順調
効果・削減等の額の算定方法

―
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上尾市行政改革プラン　進捗管理シート

令和６年度実施内容（予定） 令和６年度実施内容（結果）

・前年度に決定した方針に従い、令和８年度の
丸山公園の指定管理の更新の際に、小動物
コーナーを丸山公園と統合して、指定管理に含
める事とする。それに伴い、指定管理用の仕様
書及び予算案を作成し翌年の指定管理の更新
に備える。

令和８年度丸山公園の指定管理の更新に小動
物コーナーを含めるため仕様書及び予算案を作
成した。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―

令和５年度実施内容（予定） 令和５年度実施内容（結果）

・都市公園の総合的な管理運営方針を検討す
る。
　特に上尾丸山公園小動物コーナーについて
は、令和８年度の丸山公園の指定管理の更新の
際に、小動物コーナーの管理体制について、
①小動物コーナーを直営のまま維持するか
②小動物コーナーを単独で委託するか、若しく
は指定管理に移行するか
③小動物コーナーを丸山公園と統合して、指定
管理に含めるか等
　現役職員の意向を確認し、その意向を反映の
うえ具体的に管理運営方法の検討を行う。

・令和8年度の丸山公園の指定管理の更新の際
に小動物コーナーを丸山公園と統合して指定管
理に含める事とする。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―

令和７年度実施内容（予定） 令和７年度実施内容（結果）

令和８年度の指定管理制度の導入へ向け、指
定管理者の選定及び指定を行う。

進捗状況

効果・削減等の額の算定方法

遅れ… 単年度の実施内容（予定）を実施
していない場合

効果・削減等の額（千円）

未達成の分析
順調… 単年度の実施内容（予定）を全て

実施した場合
一部遅れ… 単年度の実施内容（予定）を一部

実施していない場合
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上尾市行政改革プラン　進捗管理シート

行 革 項 目 民間活力の活用

14 図書館業務のさらなる委託化
担当課

　
図書館

現状と課題
図書館窓口業務については民間事業者への委託を行っているが、多様で効
率的なサービス提供のため、民間事業者等への指定管理者制度の導入を含
めた委託化を検討する必要がある。

改革戦略
（取組内容）

民間事業者等への指定管理者制度の導入を含め、今後の管理運営方法を検
討する。

令和２年度の
状　　　　況

図書館運営業務委託料：１５２，９７２千円(令和２年度決算額）
窓口業務の委託：入札方式による事業者選定（単年度契約）

令和３年度実施内容（予定） 令和３年度実施内容（結果）

・民間事業者への委託を長期継続契約（３年間）
とし、民間活力の効果発現の機会を拡大する。

・長期継続契約（３年間）を締結し、安定したサー
ビスの提供とともに、委託料の削減が実現でき
た。
委託料：435,600千円（令和３～５年度）
令和３年度支払額：145,200千円

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

委託料（令和２年度－令和３年度＝削減額）
152,972千円－145,200千円＝7,772千円

効果・削減等の額（千円）

7,772

令和４年度実施内容（予定） 令和４年度実施内容（結果）

・前年度における導入状況を検証し、さらなる効
率化と効果発現に繋がる業務範囲を検討する。

コロナ禍での運営体制の変更にも柔軟に対応で
きた。また、職員が配置されない分館等の運営
においては事業者発案のテーマ展示とその紹介
コーナーを設置するなど利用者サービスの向上
に繋げた。前年度に引き続き、委託料の削減を
実現した。
（令和４年度支払額：145,200千円）

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

委託料（令和２年度－令和４年度＝削減額）
152,972千円－145,200千円＝7,772千円

効果・削減等の額（千円）

7,772
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令和５年度実施内容（予定） 令和５年度実施内容（結果）

・２年間の導入状況を検証し、さらなる効率化と
効果発現に繋がる業務範囲と仕様を検討する。

令和6年度からの契約に向けた仕様書の作成に
おいて、従来、職員により対応していた事務手続
きの一部を業務委託の仕様に含めることで、職
員の事務の軽減を図ることとした。前年度に引き
続き、委託料の削減を実現した。
（令和5年度支払額：145,200千円）

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

委託料（令和２年度－令和５年度＝削減額）
152,972千円－145,200千円＝7,772千円

効果・削減等の額（千円）

7,772

令和６年度実施内容（予定） 令和６年度実施内容（結果）

・過年度及び当該年度の運営状況の効果を検
証し、現在取り組んでいる図書館本館の更新方
針の検討において、民間活力の導入の余地に
ついても検討する。

令和６年８月の「上尾市図書館本館更新方針」の
策定に伴い、PFI導入の可能性を検討した結果、
図書館更新については、事業規模が小さいこと
や、収益性が見込めないことにより、市場性がな
いことなどが確認できたため、現時点では民間
活力の導入を行わないこととした。

進捗状況

完了
効果・削減等の額の算定方法

委託料（令和２年度－令和６年度＝削減額）
152,972千円－149,775千円＝3,197千円

効果・削減等の額（千円）

3,197

令和７年度実施内容（予定） 令和７年度実施内容（結果）

進捗状況

効果・削減等の額の算定方法

効果・削減等の額（千円）

未達成の分析
単年度の実施内容（予定）を全て
実施した場合

遅れ… 単年度の実施内容（予定）を実施
していない場合

一部遅れ… 単年度の実施内容（予定）を一部
実施していない場合

完了… 実施内容（予定）を全て完了した
場合

順調…
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新たな納税チャネルの検討と長期にわたる滞納者への対策をより一層進める
ことで、収納率の向上を図る。

15 市税等の収納対策

現状と課題
受益者負担の観点から、税のみならず、保育料、介護保険料、後期高齢者医
療保険料、下水道使用料の徴収強化に引き続き取り組む必要がある。

行 革 項 目 自立性のある行政運営

納税課・保育課・高齢介護課
保険年金課・業務課

改革戦略
（取組内容）

効果・削減等の額の算定方法
令和3年度調定額×（令和3年度納税率-令和2年度納税
率）
【税】
効果額：31,542,971,139円×(99.46%-99.16%)≒94,629千円
【保育料】
効果額：333,823,440円×(99.36%-99.31%)≒167千円
【介護保険料】
効果額：4,117,396,400円×(99.37％-99.28％)≒3,706千円
【後期高齢者】
効果額：2,485,325,400円×(99.55%-99.46%)≒2,237千円
【下水道使用料】
効果額：2,470,260,110円×(98.92％-98.90％)≒494千円

効果・削減等の額（千円）

101,233

担当課

令和２年度の
状　　　　況

令和２年度現年度収納率
【税】99．16％　【保育料】99.31％　【介護保険料】99.28％
【後期高齢者医療保険料】99.46％　【下水道使用料】98.90％

令和３年度実施内容（予定） 令和３年度実施内容（結果）
【税】　目標納税率　99.17％
・納期内納付推進（ペイジー口座振替受付サービスの推進・地
方税共通納税システムを活用した特別徴収事業所の納期内納
付の促進・クレジットカード納付の推進・電子マネー納付の環境
整備）
・初期対応促進（督促状早期発布・初期電話催告・一斉文書催
告）
・早期完結推進（分納の適正化・滞納処分の徹底）

【保育料】　目標収納率　99.31％
・督促状、催告書及び公金一元化による収納率の維持

【介護保険料】　目標収納率　99.40%
・窓口等での滞納確認及び納付督促の徹底、納付催告、臨宅、
公金徴収の一元化、催告書（封書）への同封リーフレット作成、
モバイルレジ・モバイルクレジットの周知、PａｙPaｙ等の納付方法
の検討

【後期高齢者】　目標収納率　99.50％
・文書、電話、臨宅訪問による催告
・口座振替の推進（納入通知書送付時に口座振替依頼書を同
封、ペイジー口座振替受付サービスの周知）
・コンビニ収納の周知
・各種申請時に納付状況を確認、納付督促

【下水道使用料】　目標収納率　99.00％
・納付への理解の促進.
・口座振替の推進
・スマートフォンを利用した支払いの周知

【税】（順調）
令和3年度現年度納税率　99.46％
・自動電話催告システムを含めた電話催告、文書による納
税催告や納税相談を実施した。
・納期内納付を推進するため、電子マネー（au PAY・d払い・
J-Coin Pay）納付を拡充した。
【保育料】（順調）
令和３年度現年度収納率　99.36%
・在園している子の保育料に未納がある保護者がその子の
兄弟姉妹の入所申請時に保育料の納付を促す等の取り組
みを行った。
【介護保険料】（遅れ）
令和３年度現年度収納率　99.37％
・窓口等での滞納確認及び納付督促の徹底、催告書の発
送、公金徴収の一元化、モバイルレジ・モバイルクレジットで
の納付の周知を行った。
・予定していた、臨宅訪問による催告がコロナの影響で実施
できなかった。
【後期高齢者】（順調）
令和３年度現年度収納率　99.55％
・新型コロナウイルス感染症を鑑み、高齢者宅への臨宅は
実施できなかったが、文書・電話による催告は通常通り行っ
た。
・被保険者への書類送付時に口座振替依頼書を同封する
ことで、電話での問い合わせの際に、口座振替への案内が
容易になったため、積極的に口座振替を促すことができた。
・窓口来庁時に納付状況を確認することにより、納付相談を
行う機会が増えた。
【下水道使用料】（遅れ）
令和３年度現年度収納率　98.92％
・水道事業と連携し、滞納整理を行っている。
・使用開始時に口座振替の案内をしている。
・Webサイトや納入通知書を活用したスマートフォンによる支
払い方法の周知をした。

進捗状況

一部遅れ
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令和４年度実施内容（予定） 令和４年度実施内容（結果）
【税】　目標納税率　99.47％
・納期内納付推進（ペイジー口座振替受付サービスの推進・地
方税共通納税システムを活用した特別徴収事業所の納期内納
付の促進・クレジットカード納付の推進・電子マネー納付、共通
納税による納付の環境整備）
・初期対応促進（督促状早期発布・初期電話催告・一斉文書催
告）
・早期完結推進（分納の適正化・滞納処分の徹底）
・預貯金照会電子化サービスによる財産調査の迅速化

【保育料】　目標収納率　99.31％
・督促状、催告書及び公金一元化による収納率の維持

【介護保険料】　目標収納率　99.40%
・窓口等での滞納確認及び納付督促の徹底、納付催告、臨宅、
公金徴収の一元化、催告書（封書）への同封リーフレット作成、
モバイルレジ・モバイルクレジットの周知、PａｙPaｙ等の納付方法
の検討

【後期高齢者】　目標収納率　99.50％
・文書、電話、臨宅訪問による催告と公金一元化による収納率の
維持
・口座振替の推進（納入通知書送付時に口座振替依頼書を同
封、ペイジー口座振替受付サービスの周知）
・コンビニ収納の周知
・各種申請時に納付状況を確認、納付督促
・保険料改定の丁寧な説明

【下水道使用料】　目標収納率　99.00％
・納付への理解の促進
・口座振替の推進
・スマートフォンを利用した支払いの周知

【税】（遅れ）
令和４年度現年度納税率99.43％
・納期内納付を推進するため、広報やチラシで多様な納付
方法を周知した。
・自動電話催告システムを含めた電話催告、文書による納
税催告や納税相談を実施した。
【保育料】（遅れ）
令和４年度現年度収納率 99.23%
・前年と同様、・在園している子の保育料に未納がある保護
者がその子の兄弟姉妹の入所申請時に保育料の納付を促
す等の取り組みを行ったが、令和３年度に比べ、口座振替
登録率が低下したことにより、収納率が低下したと考えられ
る。
【介護保険料】（順調）
令和4年度現年度収納率　99.43％
・窓口等での滞納確認及び納付督促の徹底、催告書の発
送、公金徴収の一元化、モバイルレジ・モバイルクレジットで
の納付の周知を行った。
【後期高齢者】（順調）
令和4年度現年度収納率　99.59％
・感染症対策のため高齢者宅への臨宅は実施できなかった
が、文書・電話による催告は通常通り行った。
・被保険者への書類送付時に口座振替依頼書を同封する
ことで、積極的に口座振替を促すことができた。
・短期証交付対象者に納付相談を行い、滞納解消に努め
た。
【下水道使用料】（遅れ）
令和4年度現年度収納率　98.93％
・水道事業と連携し、滞納整理を行った。
・使用開始時に口座振替の案内を行った。
・Webサイトや納入通知書を活用し、スマートフォンによる支
払い方法の周知を行った。

進捗状況

一部遅れ
効果・削減等の額の算定方法

令和4年度調定額×（令和4年度納税率-令和2年度納税
率）
【税】
効果額:32,491,755,419円×(99.43％-99.16％)≒87,728千
円
【保育料】
効果額:355,616,370×(99.23%-99.31%)≒▲284千円
【介護保険料】
効果額:4,127,060,700円×(99.43％-99.28％)≒6,191千円
【後期高齢者】
効果額:2,755,476,300円×(99.59％-99.46％)≒3,582千円
【下水道使用料】
効果額:2,458,863,233円×(98.93％-98.90％)≒738千円

効果・削減等の額（千円）

97,955
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令和５年度実施内容（予定） 令和５年度実施内容（結果）
【税】　目標納税率　99.48％
・納期内納付推進（ペイジー口座振替受付サービスの推進・地
方税共通納税システムを活用した特別徴収事業所の納期内納
付の促進・クレジットカード納付の推進・電子マネー納付、共通
納税による納付の環境整備）
・初期対応促進（督促状早期発布・初期電話催告・一斉文書催
告）
・早期完結推進（分納の適正化・滞納処分の徹底）
・預貯金照会電子化サービスによる財産調査の迅速化
・地方税における国のデジタル化の動向を注視し、対応する。

【保育料】　目標収納率　99.31％
・督促状、催告書及び公金一元化による収納率の維持

【介護保険料】　目標収納率　99.50%
・窓口等での滞納確認及び納付督促の徹底、納付催告、臨宅、
公金徴収の一元化、催告書（封書）への同封リーフレット作成、
モバイルレジ・モバイルクレジットの周知、PａｙPaｙ等の納付方法
の検討

【後期高齢者】　目標収納率　99.50％
・文書、電話、臨宅訪問による催告と公金一元化による収納率の
維持
・口座振替の推進（納入通知書送付時に口座振替依頼書を同
封、ペイジー口座振替受付サービスの周知）
・コンビニ収納の周知
・各種申請時に納付状況を確認、納付督促

【下水道使用料】収納率99.05％
・納付への理解の促進
・口座振替の推進
・スマートフォンを利用した支払いの周知

【税】（順調）
令和５年度納税率99.57％
・納期内納付を推進するため、Xや広報、チラシで多様な納
付方法を周知した。
・SMS催告を実施し、郵送による催告や納税相談を計画的
に進め目標納税率を上回った。

【保育料】（遅れ）
令和5年度現年度収納率 99.29%
・前年と同様、・在園している子の保育料に未納がある保護
者がその子の兄弟姉妹の入所申請時に保育料の納付を促
す等の取り組みを行った.また口座振替の推進に取り組ん
だ結果、昨年度に比べ口座振替登録率は向上したが、目
標収納率までは届かなかった。

【介護保険料】(遅れ）
令和5年度現年度収納率　99.45％
・窓口等での滞納確認及び納付督促の徹底、催告書の発
送、公金徴収の一元化、モバイルレジ・モバイルクレジットで
の納付の周知を行った。

【後期高齢者】（順調）
令和５年度現年度収納率　99.64％
・感染症対策のため高齢者宅への臨宅は実施できなかった
が、文書・電話による催告は通常通り行った。
・被保険者への書類送付時に口座振替依頼書を同封する
ことで、積極的に口座振替を促すことができた。
・短期証交付対象者に納付相談を行い、滞納解消に努め
た。

【下水道使用料】（遅れ）
令和5年度現年度収納率　99.04％
・水道事業と連携し、滞納整理を行った。
・使用開始時に口座振替の案内を行った。
・Webサイトや納入通知書を活用し、スマートフォンによる支
払い方法の周知を行った。

進捗状況

一部遅れ
効果・削減等の額の算定方法

令和5年度調定額×（令和5年度納税率-令和2年度納税
率）

【税】
効果額：33,114,234,726円×（99.57％－99.4316％）≒
46,360135,768千円

【保育料】
効果額:392,280,900×(99.29%-99.31%)≒▲78千円

【介護保険料】
効果額:4,115,167,800円×(99.45％-99.28％)≒6,996千円

【後期高齢者】
効果額:2,800,442,600円×(99.64％-99.46％)≒‐5,041千
円

【下水道使用料】
効果額:2,441,041,355円×(99.04％-98.90％)≒3,417千円

効果・削減等の額（千円）

61,736　151,144
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一部遅れ
効果・削減等の額の算定方法

令和6年度調定額×（令和6年度納税率-令和2
年度納税率）
【税】
32,630,247,280円×（99.59％-99.16％）≒
140,310千円

【保育料】
効果額:387,213,930×(99.17%-99.31%)≒▲542
千円

【介護保険料】
効果額:4,854,182,800円×(99.39％-99.45％)≒
▲2,913千円

【後期高齢者】
効果額:3,155,796,000×(99.49％-99.46％)≒
947千円

【下水道使用料】
効果額:(調定額)2,456,648,791円×(99.14％-
98.90％)≒5,895千円

進捗状況

効果・削減等の額（千円）

143,697

令和６年度実施内容（予定） 令和６年度実施内容（結果）
【税】　目標納税率　99.58％
・納期内納付推進（ペイジー口座振替受付サービスの推進・地
方税共通納税システムを活用した特別徴収事業所の納期内納
付の促進・クレジットカード納付の推進・電子マネー納付、共通
納税による納付の環境整備）
・初期対応促進（督促状早期発布・初期電話催告・一斉文書催
告）
・早期完結推進（分納の適正化・滞納処分の徹底）
・預貯金照会電子化サービスによる財産調査の迅速化
・地方税における国のデジタル化の動向を注視し、対応する。

【保育料】　目標収納率　99.31％
・督促状、催告書及び公金一元化による収納率の維持

【介護保険料】　目標収納率　99.50%
・窓口等での滞納確認及び納付督促の徹底、納付催告、臨宅、
公金徴収の一元化、催告書（封書）への同封リーフレット作成、
モバイルレジ・モバイルクレジットの周知、PａｙPaｙ等の納付方法
の検討

【後期高齢者】　目標収納率　99.65％
・文書、電話、臨宅訪問による催告と公金一元化による収納率の
維持
・口座振替の推進（納入通知書送付時に口座振替依頼書を同
封、ペイジー口座振替受付サービスの周知）
・コンビニ収納の周知
・各種申請時に納付状況を確認、納付督促
・保険料改定の丁寧な説明

【下水道使用料】収納率99.05％
・納付への理解の促進
・口座振替の推進
・スマートフォンを利用した支払いの周知

【税】【順調）
令和6年度納税率99.59％
・納期内納付を推進するため、Xや広報で多様な納付方法
を周知した。
・SMS催告を実施することにより、初期対応促進を図り、目標
納税率を上回った。

【保育料】（遅れ）
令和6年度現年度収納率 99.17%
・前年と同様、在園している子の保育料に未納がある保護
者がその子の兄弟姉妹の入所申請時に保育料の納付を促
す等の取り組みを行った。また、新規入園児だけでなく口座
登録のない在園児に向けても口座振替依頼書を送付する
などし、口座振替の推進に取り組んだ結果、昨年度に比べ
口座振替登録率は向上したが、目標収納率までは届かな
かった。

【介護保険料】(遅れ）
令和6年度現年度収納率　99.39％
・窓口等での滞納確認及び納付督促の徹底、催告書の発
送、公金徴収の一元化、モバイルレジ・モバイルクレジットで
の納付の周知を行った。

【後期高齢者】（遅れ）
令和６年度現年度収納率　99.49％
・引き続き文書、電話による催告を実施。
・納入通知書や年次到達者への書類送付時に口座振替依
頼書を同封し、口座振替を積極的に促したが、目標の収納
率には届かなかった。

【下水道使用料】（順調）
令和6年度現年度収納率　99.14％
・水道事業と連携し、滞納整理を行った。
・使用開始時に口座振替の案内を行った。
・Webサイトや納入通知書を活用し、スマートフォンによる支
払い方法の周知を行った。
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上尾市行政改革プラン　進捗管理シート

一部遅れ… 単年度の実施内容（予定）を一部
実施していない場合

効果・削減等の額（千円）

未達成の分析完了… 実施内容（予定）を全て完了した
場合

令和７年度実施内容（予定） 令和７年度実施内容（結果）
【税】　目標納税率　99.60％
・納期内納付推進（ペイジー口座振替受付サービスの推進・地
方税共通納税システムを活用した特別徴収事業所の納期内納
付の促進・クレジットカード納付の推進・電子マネー納付、共通
納税による納付の環境整備）
・初期対応促進（督促状早期発付・初期電話催告・一斉文書催
告）
・早期完結推進（分納の適正化・滞納処分の徹底）
・預貯金照会電子化サービスによる財産調査の迅速化
・地方税における国のデジタル化の動向を注視し、対応する。

【保育料】　目標収納率　99.31％
・督促状、催告書及び公金一元化による収納率の維持

【介護保険料】　目標収納率　99.65%
・窓口等での滞納確認及び納付督促の徹底、納付催告、臨宅、
公金徴収の一元化、催告書（封書）への同封リーフレット作成、
モバイルレジ・モバイルクレジットの周知、共通納税QR（収納チャ
ネルの増加）の準備

【後期高齢者】　目標収納率　99.65％
・文書、電話、臨宅訪問による催告と公金一元化による収納率の
維持
・口座振替の推進（納入通知書送付時に口座振替依頼書を同
封、ペイジー口座振替受付サービスの周知）
・コンビニ収納の周知
・各種申請時に納付状況を確認、納付督促

【下水道使用料】収納率99.12％
・納付への理解の促進
・口座振替の推進
・スマートフォンを利用した支払いの周知

進捗状況

効果・削減等の額の算定方法

順調… 単年度の実施内容（予定）を全て
実施した場合

遅れ… 単年度の実施内容（予定）を実施
していない場合
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上尾市行政改革プラン　進捗管理シート

令和４年度実施内容（予定） 令和４年度実施内容（結果）

・昨年度実施した結果の効果を検証する。
・引き続き寄附していただけるように昨年度の課
題を明確にし、今後どのように活用を促進してい
くか検討し、対策案を考え、実施する。
・次年度予定している新規事業、拡充事業に対
し、全庁的に活用の検討を依頼する。

・寄附対象事業を６事業から８事業へ増やし、活
用を促進した。
・４事業に対し６社の企業から寄附があった。
・予算編成方針などで、新規事業、拡充事業へ
の企業版ふるさと納税の活用を依頼した。
・事業周知の強化及び寄附見込企業の新規開
拓に向けて、他市町の施策の情報収集を行っ
た。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

６社の企業からの寄附額の合計

効果・削減等の額（千円）

2,900

令和３年度実施内容（予定） 令和３年度実施内容（結果）

・活用する事業への寄附を企業にお願いする。
（包括協定締結先のうち市外に本社がある１０社
に対し、上尾市企業版ふるさと納税の紹介をす
る。等）
・次年度予定している新規事業、拡充事業に対
し、全庁的に活用の検討を依頼する。

・３事業に対し４社の企業から寄附があった。
・予算編成方針などで、新規事業、拡充事業へ
の企業版ふるさと納税の活用を依頼した。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

４社の企業からの寄附額の合計

効果・削減等の額（千円）

21,600

現状と課題
地方自治体は総合戦略に基づいた施策を積極的に実施する必要がある。一
方、企業はこれまで以上に社会的責任（CSR）を果たす活動が求められてい
る。

改革戦略
（取組内容）

総合戦略に位置付けられている地方創生に資する内容の地域再生計画を作
成・公表し、企業版ふるさと納税を活用した事業を実現する。

令和２年度の
状　　　　況

企業版ふるさと納税を実施するための地域再生計画を国に申請し、令和３年
４月からの活用が決定した。

行 革 項 目 自立性のある行政運営

16 企業版ふるさと納税の推進
担当課

　
行政経営課
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上尾市行政改革プラン　進捗管理シート

未達成の分析
単年度の実施内容（予定）を全て
実施した場合

遅れ… 単年度の実施内容（予定）を実施
していない場合

一部遅れ… 単年度の実施内容（予定）を一部
実施していない場合

完了… 実施内容（予定）を全て完了した
場合

順調…

令和７年度実施内容（予定） 令和７年度実施内容（結果）

・寄附を行う見込のある企業への働きかけを行う
「企業版ふるさとあげお応援寄附募集委託」は、
令和５年度、６年度は寄附額の10％を成果報酬
としていたが、令和７年度は20％の成果報酬で
実施する。 進捗状況

効果・削減等の額の算定方法

効果・削減等の額（千円）

令和６年度実施内容（予定） 令和６年度実施内容（結果）

・引き続き寄附していただけるように昨年度の課
題を明確にし、今後どのように活用を促進してい
くか検討し、実施する。

・４事業に対し９社の企業から寄附があった。
・成果報酬型の委託契約により実施する事業者
と契約締結した。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

９社の企業からの寄附額の合計

効果・削減等の額（千円）

3,200

令和５年度実施内容（予定） 令和５年度実施内容（結果）

・引き続き寄附していただけるように昨年度の課
題を明確にし、今後どのように活用を促進してい
くか検討し、実施する。
・成果報酬型の業務委託を実施することで、寄
附見込企業の新規開拓や寄附額の確保を行う。
・次年度予定している新規事業、拡充事業に対
し、全庁的に活用の検討を依頼する。

・５事業に対し８社の企業から寄附があった。
・成果報酬型の委託契約により実施する事業者
と契約締結した。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

8社の企業からの寄附額の合計

効果・削減等の額（千円）

4,900
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令和３年度実施内容（予定） 令和３年度実施内容（結果）

【企業立地】
・企業立地推進連絡会議において現行のスキームを
見直すとともに、外部団体との協力体制の構築を進
める。また、用地の創出や立地企業への優遇制度の
導入について検討を進める。

【ごみの減量化】
・地域リサイクル等の推進や市民への意識啓
 発により、ごみ減量化に取り組む。
・事業者からの産業廃棄物の搬入を禁止する
 ためにごみ搬入検査を実施する。
［出典］上尾市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画
・可燃ごみ排出量
R3　　 52,636トン（予定）
内訳　家庭系43,860トン
　　　　事業系  8,776トン
・全体ごみ1人1日
R3　　713グラム（予定）

【企業立地】
・企業立地推進に向けた、企業と物件のマッチング支援体制
を整備するための検討を行い、連絡会議において事業の実
施が決定した（令和４年度中に施行を予定）。また、外部団
体との協力体制については、県や金融機関と意見交換を行
い、本市のマッチング支援への協力を仰いだ。なお、優遇制
度について連絡会議でも必要性や導入時期等について議
論は行ったが、具体的な制度設計には至らなかった。

【ごみの減量化】
・地域リサイクルの推進や出前講座、環境パネル展、中学校
でのパネル展示等を実施し、ごみ減量に向けた意識啓発を
継続して行った。また県内一斉フードドライブにおいて社会
福祉協議会の事業に協力した。
・ごみの搬入者の確認やごみ検査を実施し、ごみの持ち込
みの適正化を図った。
●可燃ごみ排出量
R３　50,567トン（前年度比　-1,103トン）
内訳　家庭系43,523トン（前年度比　-1,312トン）事業系
7,044トン（前年度比　＋209トン）。
●全体ごみ1人1日
R３　651グラム（前年度比　-20グラム）

【ネーミングライツ事業】
上尾市民球場で正式名称とは別に愛称を命名する権利の
パートナーを公募し、審査を経て、ネーミングライツ契約を
行った。

【封筒の無償作成】
企業と広告入り封筒作成及び無償提供に関する協定を結
び、従来行っていた封筒作成業務の委託を行わずに封筒を
準備した。

進捗状況

一部遅れ
効果・削減等の額の算定方法

対R2年度比・最終処分量：81トン減少
＝R2・最終処分量6,682トン-R3・最終処分量6,601トン
１トン当たり最終処分・委託料30,396円×81トン
＝2,462千円

封筒印刷業務等の削減効果：617千円

効果・削減等の額（千円）

3,079

行 革 項 目 自立性のある行政運営

担当課

全庁（行政経営課、都市計画課、商工課など）
17

企業立地の推進及び新たな行政サービスの
創設による歳入増と歳出減への取組

現状と課題

上尾道路などの延伸等により沿道の利用価値が高まっているが、企業立地の
ための用地の創出に課題がある。行政サービスの付加価値を高めることにより
新たな歳入の確保を図るほか、広報や印刷物、車両や施設等を活用した広告
掲載の推進、市有財産の有効活用や不要財産の積極的な売却を進める必要
がある。また、各種イベントの見直しやごみの減量などによる経費削減が必要
である。

改革戦略
（取組内容）

企業立地の推進や新たな取り組みにより歳入の増額を図るほか、イベント等の
見直しによる経費削減を行う。

令和２年度の
状　　　　況

【企業立地】平成３０年度に企業立地の推進について全庁的な協力体制を確立すべく、上尾
市企業立地推進連絡会議を設置した。
【ごみの減量化】可燃ごみ排出量　51,670トン
1トン当たりの最終処分・委託料　30,954円（R２委託料206,846千円／R２最終処分量6,682ト
ン）
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令和４年度実施内容（予定） 令和４年度実施内容（結果）

【企業立地】
・上尾道路沿道における、地域住民が主体となった
土地利用検討組織の活動を支援し、企業立地の実
現に向けた検討を推進する。また、令和３年度に決
定した方針に基づき、マッチング支援の運用を開始
し、企業立地を進めるとともに、広報戦略や優遇制度
の導入について検討する。

【ごみの減量化】
・上尾市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画の見直しを
行う。
・地域リサイクル等の推進や市民への意識啓発によ
り、ごみ減量化に取り組む。
・事業者からの産業廃棄物の搬入を禁止するために
ごみ搬入検査を実施する。
［出典］上尾市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画
・可燃ごみ排出量
R4　　 52,331トン（予定）
内訳　家庭系43,555トン
　　　　事業系  8,776トン
・全体ごみ1人1日
R4　　712グラム（予定）

【ネーミングライツ事業】
上尾市内の他の施設の導入について、他市事例も
踏まえ、研究する。

【企業立地】
・企業立地マッチング支援事業の運用を開始した。周知のた
めに企業向けチラシと物件所有者向けチラシを作成し市内
公共施設に配るとともに、市内金融機関に周知の協力を依
頼した。
・上尾道路沿道堤崎西部地区街づくり協議会の活動を支援
し、企業立地に繋がる土地区画整理事業の施行予定者が決
定した。
・優遇制度については、県内自治体へのアンケートを実施し
たが、明確な有用性は見いだせなかった。今後、種地創出
のための優遇制度などについて継続して検討することとし
た。

【ごみの減量化】
・地域リサイクルの推進や出前講座、環境講座、環境パネル
展、中学校でのパネル展示等を実施し、ごみ減量に向けた
意識啓発を継続して行った。また県内一斉フードドライブに
おいて社会福祉協議会の事業に協力した。
・ごみの搬入者の確認やごみ検査を実施し、ごみの持ち込
みの適正化を図った。
●可燃ごみ排出量
R4　50,333トン（前年度比-234トン）
内訳　家庭系42,631トン（前年度比-892トン）
事業系7,702トン (前年度比＋658トン）。
●全体ごみ1人1日
R4 645グラム（前年度比 - 6グラム）

【ネーミングライツ事業】
・令和4年4月より上尾市民球場の愛称を「ＵＤトラックス上尾
スタジアム」とした。
・令和５年度の募集に向けて、施設の選定や募集方法につ
いて決定をした。

対R2年度比・最終処分量：425トン増加
＝R2・最終処分量6,682トン-R4・最終処分量7,107トン
１トン当たり最終処分・委託料30,905円×-425トン
＝▲13,135千円

※ごみの排出量としては減少したが、最終処分量が増加し
たため、効果額はマイナスとなった。

ネーミングライツ契約金額：3,000千円

効果・削減等の額（千円）

▲ 10,135

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法
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上尾市行政改革プラン　進捗管理シート

令和５年度実施内容（予定） 令和５年度実施内容（結果）

【企業立地】
・上尾道路沿道堤崎西部地区の活動を支援するとと
もに、企業立地の実現に向けた関係機関との協議を
進める。また、新たな企業立地に向けて、関係部局と
の連携を強化し、その方策に関する検討を進める。

【ごみの減量化】
・地域リサイクル等の推進や市民への意識啓
 発により、ごみ減量化に取り組む。
・事業者からの産業廃棄物の搬入を禁止する
 ためにごみ搬入検査を実施する。
［出典］上尾市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画
・可燃ごみ排出量
R5　 　49,081トン（予定）
内訳　家庭系42,053トン
　　　　事業系  7,028トン
・家庭系ごみ（粗大ごみ除く）1人1日
R5　　577グラム（予定）

【ネーミングライツ事業】
令和５年度の施設選定、募集方法の決定にもとづ
き、ネーミングライツパートナーの募集を行う。

【企業立地】
・企業立地マッチング支援事業の運用に基づき、立地希望
事業者への制度説明及び登録案内を行った。
・県企業立地課と企業立地に関する情報交換を適宜行っ
た。
・令和４年度に企業立地マッチング支援事業の運用を開始
し、令和４年度と同様、チラシやデジタルサイネージ等で周
知を図った。また、新たな企業立地の創出に関し、関係部局
との調整を図り、方策に関する検討を進めた。
・上尾道路沿道堤崎西部地区の活動を支援するとともに、企
業立地の実現に向け、埼玉県を含め関係機関と協議を図っ
た。

【ごみの減量化】
・地域リサイクルの推進や出前講座、環境講座、環境パネル
展、中学校でのパネル展示等を実施し、ごみ減量に向けた
意識啓発を継続して行った。また県内一斉フードドライブに
おいて社会福祉協議会の事業に協力した。
・ごみの搬入者の確認やごみ検査を実施し、ごみの持ち込
みの適正化を図った。
●可燃ごみ排出量
R5　48.256トン（前年度比-2,077トン）
内訳　家庭系40,689トン（前年度比-1,942トン）
事業系7,567トン (前年度比-135トン）
●家庭系ごみ（粗大ごみ除く）1人1日
R5 557グラム

【ネーミングライツ事業】
・ネーミングライツパートナーの募集を行い、令和6年4月より
上尾市コミュニティセンターの愛称を「三井金属あげおコミュ
ニティセンター」、上尾市文化センターの愛称を「あげお富士
住建ホール」、上尾市平塚サッカー場の愛称を「ライフコミュ
ニケーション上尾サッカーグラウンド」とした。

進捗状況

順調

対R2年度比・最終処分量：341トン減少
＝R2・最終処分量6,682トン-R5・最終処分量6,341トン
１トン当たり最終処分・委託料32,785円×341トン
＝11,180千円

ネーミングライツ契約金額（4施設)：4,900千円

効果・削減等の額（千円）

16,080

効果・削減等の額の算定方法
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上尾市行政改革プラン　進捗管理シート

令和６年度実施内容（予定） 令和６年度実施内容（結果）

【企業立地】
・上尾道路沿道堤崎西部地区の活動を支援するとと
もに、企業立地の実現に向けた関係機関との協議を
進める。また、新たな企業立地に向けて、関係部局と
の連携を強化し、その方策に関する検討を進める。

【ごみの減量化】
・地域リサイクル等の推進や市民への意識啓
 発により、ごみ減量化に取り組む。
・事業者からの産業廃棄物の搬入を禁止する
 ためにごみ搬入検査を実施する。
［出典］上尾市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画
・可燃ごみ排出量
R6　　48,169トン（予定）
内訳　家庭系41,149トン
　　　　事業系  7,020トン
・家庭系ごみ（粗大ごみ除く）1人1日
R6　　568グラム（予定）

【ネーミングライツ事業】
令和6年度の施設選定、募集方法の決定にもとづき、
ネーミングライツパートナーの募集を行う。

【企業立地】
・令和４年度に企業立地マッチング支援事業の運用を開始
し、チラシやデジタルサイネージ等で周知を図った。
・上尾道路沿道堤崎西部地区の活動を支援するとともに、埼
玉県を含む関係機関との協議を実施した。また、本市の企
業立地の促進に資することを目的とした市街化調整区域に
おける産業系土地利用に関する基本方針を策定し、令和7
年度より運用を開始。
・企業立地マッチング支援事業の運用に基づき、立地希望
事業者への制度説明及び登録案内を行った。
・県企業立地課と企業立地に関する情報交換を適宜行っ
た。

【ごみの減量化】
・地域リサイクルの推進や出前講座、環境講座、環境パネル
展、中学校でのパネル展示等を実施し、ごみ減量に向けた
意識啓発を継続して行った。また県下一斉フードドライブに
おいて社会福祉協議会の事業に協力した。
・ごみの搬入者の確認やごみ検査を実施し、ごみの持ち込
みの適正化を図った。
●可燃ごみ排出量
R6　48,127トン（前年度比-129トン）
内訳　家庭系40,420トン（前年度比-269トン）
事業系7,708トン (前年度比+141トン）
●家庭系ごみ（粗大ごみ除く）1人1日
R6 550グラム

【ネーミングライツ事業】
・ネーミングライツパートナーの募集を行い、令和7年4月より
上尾丸山公園小動物コーナーの愛称を「Haseden　あげおま
んまるZoo」、上尾自然学習館の愛称を「本舘工業
(motodate)あげお自然学習館」とした。
・上尾市民球場についてはUDトラックス株式会社と契約更新
を行い、引き続き同じ愛称となった。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

対R2年度比・最終処分量：16トン減少
＝R2・最終処分量6,682トン-R6・最終処分量6,666トン
１トン当たり最終処分・委託料33,131円×16トン
＝530千円

ネーミングライツ契約金額（6施設)：5,100千円

効果・削減等の額（千円）

5,630
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上尾市行政改革プラン　進捗管理シート

未達成の分析
完了… 実施内容（予定）を全て完了した場

合
順調… 単年度の実施内容（予定）を全て

実施した場合

遅れ… 単年度の実施内容（予定）を実施
していない場合

令和７年度実施内容（予定） 令和７年度実施内容（結果）

【企業立地】
・企業立地相談実績等を踏まえ、取り組み内容の検
証を行うとともに、将来的な産業用地の創出に向け検
討する。また、必要に応じ企業立地推進体制の見直
しを行う。

【ごみの減量化】
・地域リサイクル等の推進や市民への意識啓
 発により、ごみ減量化に取り組む。
・事業者からの産業廃棄物の搬入を禁止する
 ためにごみ搬入検査を実施する。
［出典］上尾市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画
・可燃ごみ排出量
R7　 　46,854トン（予定）
内訳　家庭系39,842トン
　　　　事業系  7,012トン
・家庭系ごみ（粗大ごみ除く）1人1日
R7　　559グラム（予定）

【ネーミングライツ】
・ネーミングライツ事業の推進及び適切な事務執行を
図るため、事業の実施に必要な事項や事務手続き等
を定めたガイドラインを策定する。
・令和７年度の施設選定、募集方法の決定にもとづ
き、ネーミングライツパートナーの募集を行う。

進捗状況

一部遅れ… 単年度の実施内容（予定）を一部実
施していない場合

効果・削減等の額（千円）

効果・削減等の額の算定方法
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上尾市行政改革プラン　進捗管理シート

令和４年度実施内容（予定） 令和４年度実施内容（結果）

・令和5年度当初予算及び令和4年度補正予算
における事業採択にあたり、市債残高を常に念
頭に置き、普通交付税の振替えである臨時財政
対策債等を除いた一般会計に係る市債につい
て、事業費をコントロールすることで、市債の発
行を抑制する。
・市債を発行する場合において、交付税措置さ
れる有利な起債を研究するなどして、将来負担
の抑制に努める。

①一般会計市債残高（臨時財政対策債除き）
　 23,013,141千円【R2比：-773,984千円】
②実質公債費比率　4.7％【R2比：-0.3ポイント】
③将来負担比率　      －【R2比：-10.9ポイント】

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―

令和３年度実施内容（予定） 令和３年度実施内容（結果）

・令和4年度当初予算及び令和3年度補正予算
における事業採択にあたり、市債残高を常に念
頭に置き、普通交付税の振替えである臨時財政
対策債等を除いた一般会計に係る市債につい
て、事業費をコントロールすることで、市債の発
行を抑制する。
・市債を発行する場合において、交付税措置さ
れる有利な起債を研究するなどして、将来負担
の抑制に努める。

①一般会計市債残高（臨時財政対策債除き）
　 23,516,082千円【R2比：-271,043千円】
②実質公債費比率　4.8％【R2比：-0.2ポイント】
③将来負担比率　　　　－【R2比：-10.9ポイント】

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―

現状と課題
今後の財政状況等に鑑み、プライマリーバランスを考慮した市債の借入れな
どにより、未来へつなぐ財政基盤を確立する必要がある。

改革戦略
（取組内容）

普通交付税の振替えである臨時財政対策債等を除いた一般会計に係る市債
について、各年度の事業費をコントロールすることなどにより残高の抑制に努
める。

令和２年度の
状　　　　況

＜令和2年度決算＞※各年度の数値は、翌年度の夏ごろ確定
 一般会計市債残高（臨時財政対策債除き）23,787,125千円
実質公債費比率5.0％　将来負担比率10.9％　　※数値は低い方が望ましい

行 革 項 目 経営改善への取組

18 市債残高の適正管理
担当課

　
財政課
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上尾市行政改革プラン　進捗管理シート

単年度の実施内容（予定）を全て
実施した場合

遅れ… 単年度の実施内容（予定）を実施
していない場合

一部遅れ… 単年度の実施内容（予定）を一部
実施していない場合

完了… 実施内容（予定）を全て完了した
場合

順調…

令和７年度実施内容（予定） 令和７年度実施内容（結果）

・令和8年度当初予算及び令和7年度補正予算
における事業採択にあたり、市債残高を常に念
頭に置き、普通交付税の振替えである臨時財政
対策債等を除いた一般会計に係る市債につい
て、事業費をコントロールすることで、市債の発
行を抑制する。
・市債を発行する場合において、交付税措置さ
れる有利な起債を研究するなどして、将来負担
の抑制に努める。

進捗状況

効果・削減等の額の算定方法

効果・削減等の額（千円）

令和６年度実施内容（予定） 令和６年度実施内容（結果）

・令和7年度当初予算及び令和6年度補正予算
における事業採択にあたり、市債残高を常に念
頭に置き、普通交付税の振替えである臨時財政
対策債等を除いた一般会計に係る市債につい
て、事業費をコントロールすることで、市債の発
行を抑制する。
・市債を発行する場合において、交付税措置さ
れる有利な起債を研究するなどして、将来負担
の抑制に努める。

①一般会計市債残高（臨時財政対策債除き）
　 20,773,260千円【R2比：-3,013,865千円】
②実質公債費比率　5.0％【R2比：0.0ポイント】
③将来負担比率　      －【R2比：-10.9ポイント】

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―

令和５年度実施内容（予定） 令和５年度実施内容（結果）

・令和6年度当初予算及び令和5年度補正予算
における事業採択にあたり、市債残高を常に念
頭に置き、普通交付税の振替えである臨時財政
対策債等を除いた一般会計に係る市債につい
て、事業費をコントロールすることで、市債の発
行を抑制する。
・市債を発行する場合において、交付税措置さ
れる有利な起債を研究するなどして、将来負担
の抑制に努める。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―

①一般会計市債残高（臨時財政対策債除き）
　 22,036,526千円【R2比：-1,750,599千円】
②実質公債費比率　4.9％【R2比：-0.1ポイント】
③将来負担比率　      －【R2比：-10.9ポイント】
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上尾市行政改革プラン　進捗管理シート

令和４年度実施内容（予定） 令和４年度実施内容（結果）

・「埼玉県国民健康保険運営方針（第２期）」に基
づき、赤字を解消する段階的な目標を設定し、
必要な対策に取り組みながら、一般会計からの
基準外繰出金の抑制を図る。
・所得割及び均等割額の見直しや、未就学児均
等割軽減を実施し、適切な負担となるよう国保税
の税額改定を行う。
・保健事業実施計画（データヘルス計画）等に基
づき、健康づくりや重症化予防による医療費適
正化に取り組み、一般会計からの基準外繰出金
の抑制を図る。

・税率等の改定を行い、所得割税率を合計
10.2％から10.9％に、均等割額の合計を49,000
円から54,000円とした。
・未就学児を対象に均等割を5割軽減を実施。
・埼玉県のヘルスアップ事業に参加し、特定健
診、特定保健指導未受診者への受診勧奨を行う
ほか、適正受診・適正服薬を促すため啓発文書
の送付や電話相談を行った。
・上記の取組により、基準外繰出金決算額平均
値を下回った。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

基準外繰出金決算額平均値 －
                     令和４年度基準外繰出金決算額
573,858千円－522,368千円＝51,490千円

効果・削減等の額（千円）

51,490

令和３年度実施内容（予定） 令和３年度実施内容（結果）

・「埼玉県国民健康保険運営方針（第２期）」に基
づき、赤字を解消する段階的な目標を設定し、
必要な対策に取り組みながら、一般会計からの
基準外繰出金の抑制を図る。
・令和３年度課税分から、国保税の賦課限度額
の改定を実施する。
・保健事業実施計画（データヘルス計画）等に基
づき、健康づくりや重症化予防による医療費適
正化に取り組み、一般会計からの基準外繰出金
の抑制を図る。

・令和３年度課税分より国保税の賦課限度額を、
96万円から99万円へ改定した。
・埼玉県のヘルスアップ事業に参加し、特定健
診未受診者への受診勧奨を行った。
・上記の取組により、基準外繰出金決算額平均
値を下回った。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

基準外繰出金決算額平均値 －
                     令和３年度基準外繰出金決算額
573,858千円－454,632千円＝119,226千円

効果・削減等の額（千円）

119,226

現状と課題
受益者負担の観点から、一般会計からの基準外繰出金を抑制する必要があ
る。

改革戦略
（取組内容）

医療費の適正化や適正な保険税の設定などにより、基準外繰出金を抑制す
る。

令和２年度の
状　　　　況

基準外繰出金決算額平均値（平成28年度～令和2年度）573,858千円

行 革 項 目 経営改善への取組

19 国民健康保険特別会計繰出金の繰出基準内への抑制
担当課

　
保険年金課
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未達成の分析
単年度の実施内容（予定）を全て
実施した場合

遅れ… 単年度の実施内容（予定）を実施
していない場合

一部遅れ… 単年度の実施内容（予定）を一部
実施していない場合

完了… 実施内容（予定）を全て完了した
場合

順調…

令和７年度実施内容（予定） 令和７年度実施内容（結果）

・令和９年度の保険税水準の準統一に向け、赤
字を解消する段階的な目標を設定し、必要な対
策に取り組みながら、一般会計からの基準外繰
出金の抑制を図る。
・健康づくりや重症化予防による医療費適正化
に取り組み、一般会計からの基準外繰出金の抑
制を図る。

進捗状況

効果・削減等の額の算定方法

効果・削減等の額（千円）

令和６年度実施内容（予定） 令和６年度実施内容（結果）

・令和９年度の保険税水準の準統一に向け、赤
字を解消する段階的な目標を設定し、必要な対
策に取り組みながら、一般会計からの基準外繰
出金の抑制を図る。
・健康づくりや重症化予防による医療費適正化
に取り組み、一般会計からの基準外繰出金の抑
制を図る。

・税率等の改定を行い、所得割税率を合計
10.9％から11.3％に、均等割額の合計を54,000
円から59,000円とした。
・特定健診、特定保健指導などの保健事業や適
正受診・適正服薬など医療費適正化事業に取り
組んだ。
・上記の取組により基準外繰出金が減少したもの
の、基準外繰出金決算額平均値を上回った。

進捗状況

一部遅れ
効果・削減等の額の算定方法

基準外繰出金決算額平均値 －
                     令和６年度基準外繰出金決算額
573,858千円－655,714千円＝▲81,856千円

効果・削減等の額（千円）

▲ 81,856

令和５年度実施内容（予定） 令和５年度実施内容（結果）

・「埼玉県国民健康保険運営方針（第２期）」に基
づき、赤字を解消する段階的な目標を設定し、
必要な対策に取り組みながら、一般会計からの
基準外繰出金の抑制を図る。
・保健事業実施計画（データヘルス計画）等に基
づき、健康づくりや重症化予防による医療費適
正化に取り組み、一般会計からの基準外繰出金
の抑制を図る。

・特定健診、特定保健指導などの保健事業や適正受
診・適正服薬など医療費適正化事業に取り組んだ。
・上記の取組をしたものの、被保険者数の減に伴う保
険税の減などにより基準外繰出金が増加し、決算額
平均値を超過した。
・令和6年度以降の税率等の改定を行うため、条例改
正を行った（令和5年度の国保税は増えない）。

進捗状況

一部遅れ
効果・削減等の額の算定方法

基準外繰出金決算額平均値 －
                     令和５年度基準外繰出金決算額
573,858千円－916,652千円＝▲342,794千円

効果・削減等の額（千円）

▲ 342,794
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令和４年度実施内容（予定） 令和４年度実施内容（結果）

・公共下水道の適正な整備・維持管理とともに、
使用料の適正水準についての検討を行うこと
で、一般会計からの基準外繰出金の抑制を図
る。

・公共下水道の適正な整備・維持管理とともに、
経営改善を進め、繰出金の抑制を図った。
・使用料の適正水準についての検討を行った。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

基準外繰出金決算額平均値 －
                     令和４年度基準外繰出金決算額
579,049千円－503,879千円＝75,170千円

効果・削減等の額（千円）

75,170

令和３年度実施内容（予定） 令和３年度実施内容（結果）

・公共下水道の適正な整備・維持管理とともに、
経営改善を進め、一般会計からの基準外繰出
金の抑制を図る。

・公共下水道の適正な整備・維持管理とともに、
経営改善を進め、繰出金の抑制を図った。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

基準外繰出金決算額平均値 －
                     令和３年度基準外繰出金決算額
579,049千円－534,722千円＝44,327千円

効果・削減等の額（千円）

44,327

現状と課題
受益者負担の観点から、一般会計からの基準外繰出金を抑制する必要があ
る。

改革戦略
（取組内容）

さらなる事務事業の効率化を実施するほか、使用料の適正化についても継続
的に検討することで基準外繰出金を抑制する。

令和２年度の
状　　　　況

基準外繰出金決算額平均値（平成28～令和2年度）　579,049千円
(公共下水道管理基金繰入金含む）

行 革 項 目 経営改善への取組

20 公共下水道事業会計繰出金の繰出基準内への抑制
担当課

　
経営総務課

47



上尾市行政改革プラン　進捗管理シート

未達成の分析
単年度の実施内容（予定）を全て
実施した場合

遅れ… 単年度の実施内容（予定）を実施
していない場合

一部遅れ… 単年度の実施内容（予定）を一部
実施していない場合

完了… 実施内容（予定）を全て完了した
場合

順調…

令和７年度実施内容（予定） 令和７年度実施内容（結果）

・公共下水道の適正な整備・維持管理とともに、
経営改善を進め、一般会計からの基準外繰出
金の抑制を図る。
・公共下水道事業経営戦略の見直しを行う。

進捗状況

効果・削減等の額の算定方法

効果・削減等の額（千円）

令和６年度実施内容（予定） 令和６年度実施内容（結果）

・公共下水道の適正な整備・維持管理とともに、
経営改善を進め、一般会計からの基準外繰出
金の抑制を図る。
・公共下水道事業経営戦略の一部見直しを行
う。

・公共下水道の適正な整備・維持管理とともに、
経営改善を進め、繰出金の抑制を図った。
・使用料の適正水準についての検討を行った。
・公共下水道事業経営戦略の一部を見直しとし
て、ロードマップを策定した。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

基準外繰出金決算額平均値 －
                     令和６年度基準外繰出金決算額
579,049千円－486,837千円＝92,212千円

効果・削減等の額（千円）

92,212

令和５年度実施内容（予定） 令和５年度実施内容（結果）

・公共下水道の適正な整備・維持管理とともに、
使用料の適正水準について検討するほか、国
庫補助金、企業債、一般会計繰入金などの使用
料以外の財源確保についても十分に検討し、一
般会計からの基準外繰出金の抑制を図る。

・公共下水道の適正な整備・維持管理とともに、
経営改善を進め、繰出金の抑制を図った。
・使用料の適正水準についての検討を行った。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

基準外繰出金決算額平均値 －
                     令和５年度基準外繰出金決算額
579,049千円－519,986千円＝59,063千円

効果・削減等の額（千円）

59,063

48



上尾市行政改革プラン　進捗管理シート

令和４年度実施内容（予定） 令和４年度実施内容（結果）

・令和４年度人事院勧告に準拠して、給与改定
等を実施する。
・国の水準を上回っている箇所については適正
化を図るため、引き続き職員団体と交渉を実施
する。

・人事院勧告に基づき、給与改定について職員
団体と交渉を実施した。
・令和４年度は増額改定だったことを受けて、正
規・非正規ともに人勧に準拠する形で職員団体
と交渉し、対応した。
・適正化への見直しについては、引き続き職員
団体と協議中。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

特別職地域手当廃止：1,155千円
※令和３年度との差異は副市長の在任期間によ
るもの。（令和４年度は通年の効果額）

効果・削減等の額（千円）

1,155

・令和３年度人事院勧告に準拠して、給与改定
等を実施する。
・国の水準を上回っている箇所については適正
化を図るため、引き続き職員団体と交渉を実施
する。

・特別職（市長・副市長・教育長）の地域手当を
廃止した。
・人事院勧告に基づき、給与改定について職員
団体と交渉を実施した。
・期末手当の支給月数の引き下げを行った。（年
4.45月→4.3月）

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

特別職地域手当廃止：1,039千円

効果・削減等の額（千円）

1,039

行 革 項 目 経営改善への取組

21 給与の適正化
担当課

　
職員課

現状と課題
職員給与は継続的な見直しにより、削減を行っているものの、一部が国の水
準を上回っている。

改革戦略
（取組内容）

給料等の見直しを行い、職員人件費の適正化を図る。
※効果・削減等の額の算定について、人事院勧告に基づくものは除く。

令和２年度の
状　　　　況

給料表の改定等について職員団体と継続協議となっている。

令和３年度実施内容（予定） 令和３年度実施内容（結果）
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上尾市行政改革プラン　進捗管理シート

未達成の分析
単年度の実施内容（予定）を全て
実施した場合

遅れ… 単年度の実施内容（予定）を実施
していない場合

一部遅れ… 単年度の実施内容（予定）を一部
実施していない場合

完了… 実施内容（予定）を全て完了した
場合

順調…

令和７年度実施内容（予定） 令和７年度実施内容（結果）

・令和７年度人事院勧告に準拠して、給与改定
等を実施する。
・国の水準を上回っている箇所については適正
化を図るため、引き続き職員団体と交渉を実施
する。

進捗状況

効果・削減等の額の算定方法

効果・削減等の額（千円）

令和６年度実施内容（予定） 令和６年度実施内容（結果）

・令和６年度人事院勧告に準拠して、給与改定
等を実施する。
・国の水準を上回っている箇所については適正
化を図るため、引き続き職員団体と交渉を実施
する。

・人事院勧告に基づき、正規・非正規の給与改
定について職員団体と交渉を実施した。
・適正化への見直しについては、引き続き職員
団体と協議中。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

特別職地域手当廃止：1,155千円

効果・削減等の額（千円）

1,155

令和５年度実施内容（予定） 令和５年度実施内容（結果）

・令和５年度人事院勧告に準拠して、給与改定
等を実施する。
・国の水準を上回っている箇所については適正
化を図るため、引き続き職員団体と交渉を実施
する。

・人事院勧告に基づき、正規・非正規の給与改
定について職員団体と交渉を実施した。
・適正化への見直しについては、引き続き職員
団体と協議中。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

特別職地域手当廃止：1,155千円

効果・削減等の額（千円）

1,155
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上尾市行政改革プラン　進捗管理シート

現状と課題

行政サービスの質の向上と、行政サービスの提供等の事務の適正な執行を確
保するため、内部統制制度を導入し、自律的なチェック機能の充実を図るとと
もに、市が有する情報を広く公開すること等により、市民に開かれた行政を推
進する必要がある。

改革戦略
（取組内容）

既存の行政サービス向上制度の見直しと内部統制制度の導入及びオープン
データの推進を図る。

令和２年度の
状　　　　況

内部統制制度の導入：未実施
オープンデータの推進（公開データ数）：５データ

行 革 項 目 柔軟かつ適正な組織

担当課

行政経営課、総務課、IT推進課
22 開かれた行政の実現

令和３年度実施内容（予定） 令和３年度実施内容（結果）

【内部統制制度の導入】
・必要性の高い契約・出納事務を対象とし、各部
から選出された20所属による試行運用を10月か
ら開始する。
・行政サービス向上制度について、内部統制制
度と行政サービス向上制度との重複部分を確認
する。

【オープンデータの推進】
・オープンデータとしての公開が推奨されている
データを保有していると考えられる各所属に対し
て、データの公開を働きかけていく。

【内部統制制度】
・令和３年８月１日、「上尾市内部統制試行運用
ガイドライン」を策定し、同年１０月１日から本市に
おける内部統制の試行運用を開始した。
・行政サービス向上制度において、内部統制制
度と重複するマニュアル等は報告不要とした。
【オープンデータの推進】
・既存公開データ5件のうち3件を更新した。ま
た、5件の新規データを公開し、合計10件とした。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

―
効果・削減等の額（千円）

―
令和４年度実施内容（予定） 令和４年度実施内容（結果）

【内部統制制度の導入】
・試行運用を実施する。また、総務省ガイドライン
の見直し状況を踏まえ、本格運用に向けた検討
を行う。
・行政サービス向上制度について、内部統制制
度に変更があれば重複部分を再確認する。

【オープンデータの推進】
・オープンデータとしての公開が推奨されている
データを保有していると考えられる各所属に対し
て、データの公開を働きかけていく。

【内部統制制度】
・本格運用の実施を考慮しつつ、令和４年８月２
３日に「令和３年度上尾市における内部統制の
試行運用に関する取組結果」を議会報告後、公
表した。
・行政サービス向上制度において、内部統制制
度との整合を図るため、重複する部分（契約、出
納事務）の除外を継続。
【オープンデータの推進】
・既存公開データ10件のうち4件を更新した。ま
た、6件の新規データを公開し、合計16件とした。

―
効果・削減等の額（千円）

―

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法
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上尾市行政改革プラン　進捗管理シート

令和５年度実施内容（予定） 令和５年度実施内容（結果）

【内部統制制度の導入】
・試行運用を実施する。また、総務省ガイドライン
の見直し状況を踏まえ、本格運用に向けた検討
を行う。
・内部統制制度が本格稼働した場合、行政サー
ビス向上制度との重複を確認し、見直しを行う。

【オープンデータの推進】
・オープンデータとしての公開が推奨されている
データを保有していると考えられる各所属に対し
て、データの公開を働きかけていく。

【内部統制制度】
・「上尾市内部統制結果報告書」を議会報告後、
公表した。
・本格運用に向け、全庁的な内部統制に関する
取組を考慮しつつ、ガイドラインの見直しを検討
した。
・行政サービス向上制度におけるインシデントに
関する報告・公表を内部統制制度に取り込むこ
ととした。

【オープンデータの推進】
・既存公開データ16件のうち13件を更新した。ま
た、1件の新規データを公開した際に、既存のも
のを1件統合したため、合計のデータ件数は16
件のままである。

進捗状況

順調

―
効果・削減等の額（千円）

―

効果・削減等の額の算定方法

令和６年度実施内容（予定） 令和６年度実施内容（結果）

【内部統制制度の導入】
・試行運用を実施する。また、総務省ガイドライン
の見直し状況を踏まえ、本格運用に向けた検討
を行う。
・内部統制制度が本格実施を見据え、対象事務
及び対象所属を拡大するとともに行政サービス
向上制度からインシデント報告制度を移管して
実施する。

【オープンデータの推進】
・オープンデータとしての公開が推奨されている
データを保有していると考えられる各所属に対し
て、データの公開を働きかけていく。

【内部統制制度】
・これまでの試行運用結果を踏まえ、本格運用
への移行体制を整えた。
・インシデント報告制度をより有効に運用するた
め制度運用等について検討を行い、事務処理ミ
ス報告制度として次年度からの運用体制を整備
した。

【オープンデータの推進】
・既存公開データ16件のうち8件を更新、新規
データを1件公開し、合計17件とした。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

―
効果・削減等の額（千円）

―

遅れ… 単年度の実施内容（予定）を実施
していない場合

令和７年度実施内容（予定） 令和７年度実施内容（結果）

【内部統制制度の導入】
・本格運用を実施する。

【オープンデータの推進】
・オープンデータとしての公開が推奨されている
データを保有していると考えられる各所属に対し
て、データの公開を働きかけていく。

進捗状況

一部遅れ… 単年度の実施内容（予定）を一部
実施していない場合

効果・削減等の額（千円）

効果・削減等の額の算定方法

未達成の分析
完了… 実施内容（予定）を全て完了した

場合
順調… 単年度の実施内容（予定）を全て

実施した場合
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令和４年度実施内容（予定） 令和４年度実施内容（結果）

・対象課において業務量調査（BPR）を行い、課
題を可視化し、改善策を検討する。
・業務量調査の有効性が認められた場合、対象
課の拡大について検討し、今後の業務量調査
実施の準備を行う。

・庁内の２課で業務量調査を実施し、課題の洗
い出しを行った。
・課題の改善策について令和５年度の実施に向
けた検討を行った。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―

令和３年度実施内容（予定） 令和３年度実施内容（結果）

・業務量調査（BPR）について、実施方法を調
査・研究し、令和４年度の対象課を決定するなど
試験実施に向けて準備を行う。

令和４年度に業務量調査を実施する対象課の決
定をし、具体的な仕様等について検討を行っ
た。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―

現状と課題

繁閑期のある所属がある一方、恒常的に時間外勤務の多い所属があるが、抜
本的な問題解決ができていない。時期により職員の仕事量に差が出ているこ
とから、業務内容や業務量の調査を行い、根本的な課題を適切な人員配置と
ともに解決する必要がある。

改革戦略
（取組内容）

課題を抱えている所属を対象に、業務内容や業務量等について調査を行い、
課題を可視化し改善策を検討するなどし、柔軟な職員配置による応援体制を
整備する。

令和２年度の
状　　　　況

事務分担表で管理を行っているが、業務量調査は行っていない。

行 革 項 目 柔軟かつ適正な組織

担当課

全庁（行政経営課、職員課）
23 柔軟な職員配置
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未達成の分析
単年度の実施内容（予定）を全て
実施した場合

遅れ… 単年度の実施内容（予定）を実施
していない場合

一部遅れ… 単年度の実施内容（予定）を一部
実施していない場合

完了… 実施内容（予定）を全て完了した
場合

順調…

令和７年度実施内容（予定） 令和７年度実施内容（結果）

進捗状況

効果・削減等の額の算定方法

効果・削減等の額（千円）

令和６年度実施内容（予定） 令和６年度実施内容（結果）

・令和４年度に業務量調査を行い、洗い出した
課題に対する改善策を引き続き実施するととも
に、令和５年度に実施できなかった改善策を新
たに実施する。
・２課の業務量調査で実施した改善策につい
て、他課においても実施できるか検討する。
・全庁的に業務内容や業務量の調査を行い、柔
軟な職員配置による応援体制の構築を試験的
に実施する。

・令和４年度の業務量調査で洗い出した課題に
ついて、改善策を実施した。
・訪問先での相談内容等を記録する際に、デジ
タル機器を活用する改善策について、他課にも
水平展開を行った。
・職員の応援体制の整備等、柔軟な職員配置の
方法として、職員が所属外の業務に一時的に従
事することができる環境を整備することにより、職
員の能力向上、業務量の平準化及び組織力の
強化等を図る「所属外業務従事支援制度（２０％
ルール）」を構築し、試行した。

進捗状況

完了
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―

令和５年度実施内容（予定） 令和５年度実施内容（結果）

・令和４年度に業務量調査を行い、洗い出した
課題に対する改善策を実施する。

・２課以外の業務量調査実施拡大に向けた検討
を行う。

・令和４年度の業務量調査で洗い出した課題に
ついて、改善策を実施した。
・２課以外の業務量調査については、コスト面を
勘案し、実施しないこととした。
・職員の応援体制の整備等、柔軟な職員配置の
方法について検討した。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―
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